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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、第25期中は潜在株式が存在しないため、第25期、第26期

中及び第27期中は潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。 

３．第26期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期 

会計期間 

自平成17年 
4月1日 

至平成17年 
9月30日 

自平成18年 
4月1日 

至平成18年 
9月30日 

自平成19年 
4月1日 

至平成19年 
9月30日 

自平成17年 
4月1日 

至平成18年 
3月31日 

自平成18年 
4月1日 

至平成19年 
3月31日 

(1)連結経営指標等          

売上高（百万円） 54,625 55,409 57,228 120,564 128,949 

経常損益（百万円） 12 △273 △258 574 1,805 

中間（当期）純損益（百万円） △540 △562 △385 △18,726 8,740 

純資産額（百万円） 7,390 2,464 11,836 3,147 11,907 

総資産額（百万円） 120,950 96,394 98,882 95,373 100,320 

１株当たり純資産額（円） 184.11 △270.92 △26.43 △270.37 △45.26 

１株当たり中間（当期）純損益

（円） 
△13.53 △13.63 △7.87 △467.93 206.37 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － 73.91 

自己資本比率（％） 6.1 2.3 11.8 3.3 11.8 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
1,433 1,926 1,200 3,847 4,247 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
41 △744 △422 747 10,500 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△2,019 △1,447 △460 △4,365 △10,992 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（百万円） 
6,758 7,288 11,677 7,552 11,343 

従業員数（人） 3,923 3,834 3,956 3,758 3,831 

(2)提出会社の経営指標等          

売上高（百万円） 35,776 34,396 33,141 79,983 80,563 

経常損益（百万円） 136 △342 △252 548 832 

中間（当期）純損益（百万円） △328 △552 86 △19,289 8,015 

資本金（百万円） 8,678 1,001 1,354 15,678 1,102 

発行済株式総数（株） 40,169,459 

 普通株式 

42,711,931 

 優先株式 

7,000,000 

 普通株式 

52,616,882 

 優先株式 

6,900,000 

 普通株式 

40,169,459 

 優先株式 

7,000,000 

 普通株式 

44,464,779 

 優先株式 

6,900,000 

純資産額（百万円） 6,986 1,086 10,092 1,929 9,741 

総資産額（百万円） 93,617 68,175 69,115 67,270 69,040 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 7.5 1.6 14.6 2.9 14.1 

従業員数（人） 1,609 1,596 1,568 1,566 1,510 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

(2)提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、出向派遣者（ 45名）は含めておりません。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ビル建材事業   2,177 

住宅建材事業   355 

形材外販事業   1,067 

その他事業   264 

全社（共通）   93 

合計   3,956 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 1,568 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、堅調な企業収益に支えられ景気は緩やかながら回復基調を維持してまいり

ましたが、原油や原材料価格の高騰に加え、米国経済の減速懸念などから先行きの不透明感を拭えない状況で推移いたし

ました。 

一方、アルミ建材業界におきましては、アルミ地金価格の高止まりに加えて、６月の改正建築基準法施行に伴う新設住

宅着工戸数の大幅減少など厳しい状況が続いております。 

 このような経済状況のもと、当社グループは、「中期経営４ヵ年計画（平成18年度～21年度）」を策定し、成長戦略の

加速と経営体質強化に取り組んでおります。 

この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高５７２億２千８百万円（前年同期比３．３％増）、営業利益２億２千

２百万円（同１１．５％増）、経常損失２億５千８百万円（同１千４百万円改善）、中間純損失３億８千５百万円（同１

億７千７百万円改善）となりました。 

部門別の概況は、以下のとおりであります。 

［ビル建材事業］ 

主力のビル建材事業におきましては、受注競争の激化やアルミ地金等原材料価格の高止まりという悪条件の中、利益確

保に重点を置いた営業活動の強化により好調だった前期受注分が寄与したことや合理化等により、売上高は３１９億５千

３百万円（前年同期比６．４％増）、営業利益は５億４千２百万円（同４６．７％増）となり、大幅な増収増益になりま

した。 

［住宅建材事業］ 

住宅建材事業におきましては、プレハブメーカーやハウスデベロッパー等直需先への営業強化を図ってまいりました

が、市場競争の激化や改正建築基準法施行に伴う新設住宅着工戸数の大幅減少の影響により売上高は７１億３千９百万円

（同１．５％減）、営業利益は３千６百万円（同６４．７％減）となり、売上高、営業利益ともに前年割れの止むなきに

至りました。 

［形材外販事業］ 

形材外販事業におきましては、アルミ地金相場の先安感から買い控えの動きが広がり、受注が減少したことなどが売

上、利益を圧迫し、売上高は１４１億５千８百万円（同０．２％増）、営業利益は１千９百万円（同９３．８％減）とな

りました。 

［その他事業］ 

その他事業には、環境事業・産業廃棄物処理業・運送業等がありますが、産業廃棄物処理業・リサイクル事業が好調に

推移したことにより、売上高３９億７千６百万円（同０．３％減）、営業利益２億７千７百万円（同６８．９％増）とな

り、大幅な増益となりました。 



(2)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末に比べ３

億３千３百万円増加し、当中間連結会計期間末は、１１６億７千７百万円となりました。 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とこれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、１２億円となりました。これは、税金等調整前中間純損失があり、仕入債務の増減額

の減少、前受金の増減額の減少等の資金減少要因によります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、４億２千２百万円となりました。これは、営業活動の結果得られた資金を、有形固定

資産の取得等に使ったものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、４億６千万円となりました。これは、営業活動によって得られた資金を原資として、

長期借入金の返済等を行なったことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績は次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額は販売価格により表示しております。なお、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

当中間連結会計期間におけるビル建材物件等の受注状況は次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額は販売価格により表示しております。なお、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額は販売価格により表示しております。なお、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

ビル建材事業（百万円） 35,568 104.4 

住宅建材事業（百万円） 5,042 98.3 

形材外販事業（百万円） 14,158 100.2 

その他事業（百万円） 2,253 86.4 

合計（百万円） 57,022 102.0 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

受注高（百万円） 前年同期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

ビル建材事業（ビル工事物件） 39,003 107.6 62,542 100.8 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

ビル建材事業（百万円） 31,953 106.4 

住宅建材事業（百万円） 7,139 98.5 

形材外販事業（百万円） 14,158 100.2 

その他事業（百万円） 3,976 99.7 

合計（百万円） 57,228 103.3 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

１．吸収分割について 

  当社不二サッシ株式会社は、平成19年７月23日開催の取締役会において、当社の資材事業部門を100％子会社であ

る九州不二サッシ株式会社に承継させることを決議し、吸収分割契約を締結いたしました。 

（１）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

① 分割会社の概要 

② 承継会社の概要（当該吸収分割後） 

（２）企業結合の法的形式 

 本企業結合は、不二サッシ㈱を分割会社、九州不二サッシ㈱を承継会社とする吸収分割であります。 

なお、本吸収分割は会社法784条第３項が規定する株主総会の承認を必要としない吸収分割に該当するため、分

割会社においては株主総会の承認を得ておりません。また、本吸収分割は会社法796条が規定する株主総会の承

認を必要としない吸収分割に該当するため、承継会社においては株主総会の承認を得ておりません。 

（３）結合後企業の名称 

 吸収分割の効力発生日をもって、承継会社である九州不二サッシ株式会社の社名を改め、不二ライトメタル株

式会社（英文名：ＦＵＪＩ ＬＩＧＨＴ ＭＥＴＡＬ ＣＯ．，ＬＴＤ．）とします。 

（４）取引の目的を含む取引の概要 

① 取引の目的及び概要 

 当社不二サッシ㈱の資材事業に係る部門を九州不二サッシ㈱に分割継承させることにより、当社グループの資

材部門を統合し、サッシ事業以外の市場への売上拡大と資材部門の経営効率化を通じて、グル－プ全体の収益拡

大を図るべく、「資材統合新会社」を発足いたしました。 

② 吸収分割の効力発生日 

 平成19年10月１日 

（５）株式の割当 

 九州不二サッシ㈱が分割に際して発行する株式は4,000千株であり、その全てを不二サッシ㈱に割り当てま

す。 

（６）割当株式数の算定根拠 

 分割会社は、承継会社の発行済株式の100％を保有しており、かつ、承継会社が本件分割に際して新たに発行

する普通株式のすべてが分割会社に交付されるため、その交付される株式の数にかかわらず、分割会社の純資産

額に変動は生じません。そのため、両当事者が任意に合意したところに従い、承継会社が本件分割に際して分割

会社に交付する普通株式の数を4,000千株と定めました。 

名称 不二サッシ㈱ 

住所 神奈川県川崎市幸区鹿島田890番地12 

代表者 代表取締役社長 嵯峨 明 

資本金 1,354百万円（平成19年10月１日現在） 

事業の内容 ビル建材事業、住宅建材事業、環境事業他 

名称 九州不二サッシ㈱ 

住所 熊本県玉名郡長洲町長洲2168番地 

代表者 代表取締役社長 前畑 政富 

資本金 2,000百万円 

事業の内容 形材外販事業・アルミ加工品事業他 



５【研究開発活動】 

当社グループは、多様化する顧客ニーズへの対応と、環境・防犯・防災など市場動向に合わせたユニバーサル設計をテ

ーマに掲げ、リフォーム・リニューアル・リモデル対応商品の開発、並びに樹脂材・木材など異種材料や新表面処理技術

を取り入れた新商品開発に注力しております。 

現在の研究開発は、当社の技術本部管轄の商品開発部、研究開発部、及び連結子会社の不二ライトメタル㈱の商品開発

部により推進しており、研究開発スタッフは、グループ全体で９９名にのぼり、これは全従業員数の約２．５％に当たっ

ております。 

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費の総額は、５億６千５百万円となっております。 

[ビル建材事業] 

 ビル建材事業におきましては、一年を通して機械空調に頼っていた建物の空調設備に、「風」という自然エネルギー

を利用し「窓」が新たな空調設備のひとつとして、風の力で開閉、自然換気による快適な室内空間を生み出し、約１４%

の消費エネルギーの削減効果が期待できる自然風力換気窓「ウインブレス」を開発いたしました。 

ウィンドリフォーム商品といたしましては、当社の基幹商品ＦＮＳ-７０シリーズ全てのバリエーションとの組み合わ

せが可能で、特に断熱性能については新築向け70㎜枠商品として最高水準の性能を持つＳｕｐｅｒ７０との組み合わせ

で、改装向け商品としても最高水準の性能を発揮し、また下枠の段差を解消したバリアフリーのフラットサッシ枠を標準

設定としたユニバーサルデザインのサッシとして、集合住宅から公共施設まで幅広く使用できる次世代型サッシ改修工法

「ＲＥ工法」を開発いたしました。 

サッシ以外の商品といたしましては、マンションエクステリア用基幹手摺り商品スペースエコーＸの立面角度ジョイン

トおよび階段用支柱を開発いたしました。 

[住宅建材事業] 

住宅建材事業におきましては、既存の引違いサッシ枠をそのまま残しガラス戸を取り替えるだけで省エネ性を向上でき

る「リサッシＪ」の開発に引き続き、雨戸・シャッターサッシ等のさまざまな枠バリエーションに対応できるスリム網戸

付きリサッシをプレハブ市場向けに開発いたしました。 

[新規事業] 

新規事業におきましては、建築現場事務所向け鉄骨系ユニットハウス「ユニスペースシリーズ」に、輸送時にはハウス

本体に拡張用の屋根・床・壁が収納されており、現場で取付を終えると事務所空間が２倍・３倍にすばやく広がる拡張型

折りたたみハウス「ユニスペースＳＥ」を商品化いたしました。 

また、実施物件の実績として、地上デジタル放送用局舎など各種シェルターを納めています。 

[その他事業] 

当社千葉工場内に基礎研究部門と性能研究部門を集結する「試験研究センター」を新設いたしました。研究開発の成果

をより迅速に商品に反映できる一貫体制となりました。また、「試験研究センター」は、大型開口部への対応、断熱試験

方法改訂対応や促進劣化装置の増設等能力アップを行うとともに、循環水型動風圧試験装置、代替フロン断熱試験装置等

環境に配慮した設備となっております。 

基礎研究の分野におきましては、アルミ表面処理では高耐候性電着塗装品「スタナーコート」、リサッシ用の環境対応

型水系塗料「ＷＰ２０１０（ニオイナシ）」を商品化するとともに、意匠塗装、環境対応型塗装技術の研究開発を進めて

おります。また、材料関連におきましては、アルミと複合して使用する樹脂材料などについて品質及び使用環境における

耐久性評価技術の研究に注力しております。 

 性能研究の分野におきましては、新ＪＩＳ認証試験への設備活用等試験研究センターの一層の活用に向け、試験所一般

要求事項ＪＩＳＱ17025適合への各種整備を行いました。 

研究開発活動の責任部署である技術本部は、ＩＳＯ9001・2000「品質マネジメントシステム」並びにＩＳＯ14001「環

境マネジメントシステム」に準拠した活動を通し、今後も、より一層の品質向上を目指し、お客様からご満足のいただけ

る商品を提供するとともに、環境に配慮した商品の研究開発に努めてまいります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の設備を売却しております。 

国内子会社 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは、次

のとおりであります。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

会社名 所在地 
事業の種類別セグメ
ントの名称 

設備の内容 

土地帳簿価額 
（百万円） 

 （面積㎡） 

 不二電化㈱  千葉県市原市  その他事業  工場土地 
129 

（7,588.52） 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

完了年月 
建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

その他 

 不二サッシ㈱ 

千葉工場 
千葉県市原市 ビル建材事業他  研究棟  620 10 22 平成19年９月



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１．「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの第１種優先株式及び第

２種優先株式の取得請求及び新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された転換社債の転換及び新株引受

権付社債の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。 

    ２．第１種優先株式の内容は次のとおりであります。 

    （１）優先配当金 

    ① 優先配当金 

       当会社は、期末配当を行うときは、配当起算日以降毎事業年度末日の株主名簿に記載又は記録された第

１種優先株式を有する株主（以下「第１種優先株主」という。）又は第１種優先株式の登録株式質権者

（以下「第１種優先登録株式質権者」という。）に対し、当会社普通株式を有する株主（以下「普通株

主」という。）及び当会社普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立

ち、第１種優先株式１株につき下記②に定める額の剰余金を配当する。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 153,000,000 

第１種優先株式 1,000,000 

第２種優先株式 3,000,000 

第３種優先株式 3,000,000 

計 160,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数 

（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月７日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 52,616,882 58,529,043 
東京証券取引所 

 市場第二部 
  

第１種優先株式 900,000 900,000 非上場 （注）２ 

第２種優先株式 3,000,000 3,000,000 非上場 （注）３ 

第３種優先株式 3,000,000 3,000,000 非上場 （注）４ 

計 59,516,882 65,429,043 － － 



    ② 優先配当金の額 

       第１種優先株式１株当たりの優先配当金（以下「第１種優先配当金」という。）の額は、第１種優先株

式の発行価額（2,000円）に、日本円TIBOR（１年物）を乗じ、円位未満小数第３位まで算出し、その小数

第３位を四捨五入した額とする。ただし、計算の結果、200円を超える場合は、第１種優先配当金の額は

200円とする。「日本円TIBOR（１年物）」とは、年率修正日において、午前11時における日本円１年物ト

ーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会によって公表さ

れる数値を指すものとする。ただし、日本円TIBOR（１年物）が公表されない場合は、同日（当日がロン

ドン銀行営業日でない場合は前ロンドン銀行営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示

されるユーロ円１年物ロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR１年物（360日

ベース））として英国銀行協会（BBA）によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるもの

を日本円TIBOR（１年物）に代えて用いるものとする。 

      「年率修正日」とは、平成18年４月１日を含む事業年度については平成18年４月１日とし、それ以降は支

払われるべき第１種優先配当金に係る事業年度の初日とする。当日が、銀行営業日でない場合は前銀行営

業日とする。 

「銀行営業日」とは、法令等により日本において銀行が休業することを認められ又は義務づけられている

日以外の日をいい、「ロンドン銀行営業日」とは、法令等によりロンドンにおいて銀行が休業することを

認められ又は義務づけられている日以外の日をいう。 

    ③ 非累積条項 

       ある事業年度において第１種優先株主又は第１種優先登録株式質権者に対して配当する剰余金の額が第

１種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

    ④  非参加条項 

       第１種優先株主又は第１種優先登録株式質権者に対しては、第１種優先配当金を超えて期末配当を行わ

ない。 

    （２）残余財産の分配 

       当会社の残余財産を分配するときは、第１種優先株主又は第１種優先登録株式質権者に対し、普通株主

又は普通登録株式質権者に先立ち、第１種優先株式１株につき2,000円を支払う。 

 第１種優先株主又は第１種優先登録株式質権者に対しては、前記分配のほか、残余財産の分配は行わな

い。 

    （３）議決権 

       第１種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

    （４）買受け又は消却 

       当会社は、いつでも第１種優先株式の全部又は一部を買受け、これを株主に配当すべき利益をもって、

当該買受価額により消却することができる。 

    （５）取得条項 

       当会社は、法令に定める場合を除き、第１種優先株式の発行日以降いつでもその選択により第１種優先

株主及び第１種優先登録株式質権者に対して取得日から１ヶ月以上の事前通知を行った上で、その時点に

おいて残存する第１種優先株式の全部又は一部を取得することができる。一部取得の場合は、抽選その他

の方法により行う。取得価額は、第１種優先株式１株につき2,000円とする。 



    （６）株式の併合又は分割、新株引受権等 

       当会社は、法令に定める場合を除き、第１種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当会社

は、第１種優先株主又は第１種優先登録株式質権者に対しては、新株引受権又は新株予約権もしくは新株

予約権付社債の引受権を与えない。 

    （７）普通株式の交付と引換えに第１種優先株式の取得を請求する権利 

    ① 取得を請求し得べき期間 

       第１種優先株式の取得を請求し得べき期間は、平成18年４月１日から平成20年３月27日までとする。 

    ② 取得の条件 

       第１種優先株式は、上記①の期間中、１株につき下記ａ.乃至ｃ.に定める取得価額により、当会社普通

株式に引換えすることができる。 

     ａ．当初取得価額 

       当初取得価額は、206円とする。 

     ｂ．取得価額の修正 

       第１種優先株式の発行後、平成18年５月を初回とする毎月第１金曜日（以下「決定日」という。）

の翌取引日以降、取得価額は、決定日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値（気配表

示を含む。以下同じ。）のない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日ま

での５連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当会

社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出

し、小数第２位を切り捨てる。以下「修正後取得価額」という。）に修正される。なお、時価算定期

間内に、下記ｃ.で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、修正後取得価額は、第１種優先株式

の要項に従い当会社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出の結果、修正後取得価額

が103円（以下「下限取得価額」という。ただし、下記ｃ.による調整を受ける。)を下回る場合には、

修正後取得価額は下限取得価額とし、修正後取得価額が412円（以下「上限取得価額」という。ただ

し、下記ｃ.による調整を受ける。)を上回る場合には、修正後取得価額は上限取得価額とする。 

     ｃ．取得価額の調整 

       （ａ）当会社は、第１種優先株式の発行後、下記（ｂ）に掲げる各事由により当会社の発行済普通株

式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「取得価

額調整式」という。）をもって取得価額を調整する。 

       （ｂ）取得価額調整式により第１種優先株式の取得価額の調整を行う場合及びその調整後の取得価額

の適用時期については、次に定めるところによる。 

     イ 下記（ｃ）ロに定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行し又は

当会社の有する当会社普通株式を処分する場合（ただし、当会社普通株式に取得される証券も

しくは取得できる証券又は当会社の普通株式の発行もしくはこれに代えて当会社の有する当会

社の普通株式の移転（以下当会社の普通株式の発行又は移転を「交付」という。）を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の引換え又は行使による場合を除

く。）。 

調整後の取得価額は、払込期日の翌日以降、また募集のための基準日がある場合はその日の翌

日以降これを適用する。 

           既発行 

 普通株式数 

  

＋

 新発行・処分普通株式数×１株当たりの発行・処分価額 

   

  調整後 

 取得価額 

 

＝ 

  

 調整前 

取得価額 

  

×

 １株当たりの時価 

     既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数 



     ロ 株式分割により普通株式を発行する場合 

調整後の取得価額は、当該株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。ただし、分配

可能額から資本に組入れられることを条件にその部分をもって株式の分割により普通株式を発

行する旨取締役会で決議する場合で、当該分配当可能額の資本組入れの決議をする株主総会の

終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合には、調整後の取得価額は、当該分配

可能額の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。 

なお、上記ただし書の場合において、当該株式分割のための基準日の翌日から当該分配可能額

の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日までに行使請求をなした者に対しては、次の算

出方法により、当会社普通株式を交付する。なお、株券の交付については下記g.の規定を準用

する。 

       この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

     ハ 下記（ｃ）ロに定める時価を下回る価額をもって当会社普通株式に取得される証券もしくは取

得できる証券又は当会社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を

発行する場合 

調整後の取得価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初

の取得価額で引換えられ又は当初の行使価額で行使されたものとみなして取得価額調整式を準

用して算出するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日

以降これを適用する。ただし、その証券の募集のための基準日がある場合は、その日の翌日以

降これを適用する。 

      （ｃ） イ 取得価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨て

る。 

         ロ 取得価額調整式に使用する時価は、調整後の取得価額を適用する日（ただし、上記（ｂ）ロ

ただし書の場合には基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除

く。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値

とする。 

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。 

         ハ 取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また基準日が

ない場合は調整後の取得価額を適用する日２ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数

から、当該日における当会社の有する当会社普通株式数を控除した数とする。また、上記

（ｂ）ロの場合には、取得価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日における当

会社の有する当会社普通株式に割り当てられる当会社普通株式数を含まないものとする。 

         ニ 取得価額調整式により算出された取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、取得価額の調整は行わないこととする。ただし、次に取得価額の調整を必要とする

事由が発生し取得価額を算出する場合は、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて、調

整前取得価額からこの差額を差引いた額を使用するものとする。 

       （ｄ）上記（ｂ）の取得価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、必

要な取得価額の調整を行う。 

         イ 株式の併合、資本の減少、会社法第762条に定められた新設分割、会社法第757条に定められ

た吸収分割、又は合併のために取得価額の調整を必要とするとき。 

         ロ その他当会社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により取得価額の調整

を必要とするとき。 

         ハ 取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価

額の算出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があると

き。 

  

  

 株式数 

 

 

＝ 

 （調整前取得価額－調整後取得価額）  × 調整前取得価額をもって当該期間内に交

付された株式数 

調整後取得価額 



     ｄ．上記ｂ．又はｃ．により取得価額の修正又は調整を行うときは、当会社は、あらかじめ書面によりそ

の旨並びにその事由、修正前又は調整前の取得価額、修正後又は調整後の取得価額及びその適用の日そ

の他必要な事項を第１種優先株主に通知する。ただし、上記ｃ.（ｂ）ロただし書に示される株式分割

の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかに

これを行う。 

     ｅ．第１種優先株式の取得請求の方法 

       第１種優先株式の取得請求受付事務は、下記③の取得請求受付場所（以下「取得請求受付場所」と

いう。）においてこれを取扱う。 

       （ａ）第１種優先株式を取得請求しようとする第１種優先株主は、当会社の定める取得請求書に、取

得請求しようとする第１種優先株式を表示し、請求の年月日等を記載してこれに記名捺印した

上、その第１種優先株式の株券を添えて取得を請求し得べき期間中に取得請求受付場所に提出し

なければならない。ただし、第１種優先株式の株券が発行されないときは、株券の提出を要しな

い。 

       （ｂ）取得請求受付場所に対し取得請求に要する書類を提出した者は、その後これを撤回することが

できない。 

     ｆ．第１種優先株式の取得請求の効力発生時期 

       取得請求の効力は、取得請求に要する書類の全部が取得受付場所に到着した日に発生する。 

     ｇ．株券の交付方法 

       当会社は、取得請求の効力発生後すみやかに第１種優先株式の引換えにより発行すべき当会社普通

株式の株券を第１種優先株主に交付する。ただし、単元未満株式については株券を発行しない。 

     ｈ．第１種優先株式の要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当会社は必要な措置を

講じる。 

     ｉ．引換えにより発行すべき普通株式数 

       第１種優先株式の引換えにより発行すべき当会社普通株式数は、次のとおりとする。 

      引換えにより発行すべき普通株式数の算出に当たっては、１株未満小数第１位まで算出し、その小数

第１位を切り捨て、現金による調整は行わない。 

    ③ 取得請求受付場所 

       東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社 本店 

    （８）普通株式への一斉転換 

       平成18年４月１日から平成20年３月27日までに取得請求のなかった第１種優先株式は、平成20年３月28

日（以下「一斉転換日」という。）をもって取得し、これと引換えに、各第１種優先株主の有する第１種

優先株式の発行価額相当額を一斉転換日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値のない日は

除き、一斉転換日が取引日でない場合には、一斉転換日の直前の取引日までの５連続取引日とする。）の

株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（円位未満小数第２

位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。）で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、当

該平均値が（ａ）下限取得価額を下回るとき、又は、（ｂ）上限取得価額を上回るときは、各第１種優先

株主の有する第１種優先株式の発行価額相当額を、（ａ）の場合は当該下限取得価額で、（ｂ）の場合は

当該上限取得価額で、それぞれ除して得られる数の普通株式を交付する。なお、上記の普通株式数の算出

にあたって１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める端数の処理の規定に準じてこれ

を取扱う。本（８）に基づき第１種優先株式の一斉転換の効力が発生した場合には、当会社は、すみやか

に第１種優先株式の取得により発行すべき当会社普通株式の株券を交付する。ただし、単元未満株式につ

いては株券を発行しない。 

    （９）期中の引換え又は一斉転換があった場合の取扱い 

       第１種優先株式の取得請求により発行された当会社の普通株式に対する最初の期末配当金又は会社法第

454条第５項に定められた剰余金の配当（中間配当）については、引換えの請求又は一斉転換が４月１日

から９月30日までの間になされたときは４月１日に、10月１日から翌年３月31日までの間になされたとき

は10月１日に、それぞれ取得があったものとみなして支払うものとする。 

引換えにより

発行すべき普

通株式数 

＝ 

 第１種優先株主が引換え請求のために提出した第１種優先株式の発行価額の総額 

取得価額 



    ３．第２種優先株式の内容は次のとおりであります。 

    （１）優先配当金 

    ① 優先配当金 

       当会社は、期末配当を行うときは、配当起算日以降毎事業年度末日の株主名簿に記載又は記録された第

２種優先株式を有する株主（以下「第２種優先株主」という。）又は第２種優先株式の登録株式質権者

（以下「第２種優先登録株式質権者」という。）に対し、当会社普通株式を有する株主（以下「普通株

主」という。）及び当会社普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立

ち、第２種優先株式１株につき下記②に定める額の剰余金を配当するう。 

    ② 優先配当金の額 

       第２種優先株式１株当たりの優先配当金（以下「第２種優先配当金」という。）の額は、第２種優先株

式の発行価額（2,000円）に、日本円TIBOR（１年物）に0.25％を加算した利率を乗じ、円位未満小数第３

位まで算出し、その小数第３位を四捨五入した額とする。ただし、計算の結果、200円を超える場合は、

第２種優先配当金の額は200円とする。 

「日本円TIBOR（１年物）」とは、年率修正日において、午前11時における日本円１年物トーキョー・イ

ンター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会によって公表される数値を指

すものとする。ただし、日本円TIBOR（１年物）が公表されない場合は、同日（当日がロンドン銀行営業

日でない場合は前ロンドン銀行営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるユーロ

円１年物ロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR１年物（360日ベース））と

して英国銀行協会（BBA）によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR

（１年物）に代えて用いるものとする。 

「年率修正日」とは、平成18年４月１日を含む事業年度については平成18年４月１日とし、それ以降は支

払われるべき第２種優先配当金に係る事業年度の初日とする。当日が、銀行営業日でない場合は前銀行営

業日とする。 

「銀行営業日」とは、法令等により日本において銀行が休業することを認められ又は義務づけられている

日以外の日をいい、「ロンドン銀行営業日」とは、法令等によりロンドンにおいて銀行が休業することを

認められ又は義務づけられている日以外の日をいう。 

    ③ 非累積条項 

       ある事業年度において第２種優先株主又は第２種優先登録株式質権者に対して配当する剰余金の額が第

２種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

    ④ 非参加条項 

       第２種優先株主又は第２種優先登録株式質権者に対しては、第２種優先配当金を超えて期末配当を行わ

ない。 

    （２）残余財産の分配 

       当会社の残余財産を分配するときは、第２種優先株主又は第２種優先登録株式質権者に対し、普通株主

又は普通登録株式質権者に先立ち、第２種優先株式１株につき2,000円を支払う。 

第２種優先株主又は第２種優先登録株式質権者に対しては、前記分配のほか、残余財産の分配は行わな

い。 

    （３）議決権 

       第２種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

    （４）取得請求権 

       第２種優先株主は、当会社に対し、平成24年７月１日以降毎年７月に発行価額をもって、本優先株式の

全部又は一部の取得を請求することができる。一部取得請求の場合は、抽選その他の方法により行う。 

当会社は、前記の請求（以下「取得請求」という。）がなされた場合に限り、請求がなされた日の属する

事業年度の前事業年度における分配可能額の75％を限度として、第２種優先株式の取得をするものとす

る。 

前記の限度額を超えて第２種優先株主及び第３種優先株主からの取得請求があった場合、取得の順位は、

第３種優先株式、第２種優先株式とする。 

    （５）買受け又は消却 

       当会社は、いつでも第２種優先株式の全部又は一部を買受け、これを株主に配当すべき剰余金をもって

当該買受価額により消却を行うことができる。 



    （６）取得条項 

       当会社は、法令に定める場合を除き、平成21年４月１日以降いつでもその選択により第２種優先株主及

び第２種優先登録株式質権者に対して取得日から１ヵ月以上の事前通知を行った上で、その時点において

残存する第２種優先株式の全部又は一部を取得することができる。一部取得の場合は、抽選その他の方法

により行う。取得価額は、第２種優先株式１株につき2,000円とする。 

    （７）株式の併合又は分割、新株引受権等 

       当会社は、法令に定める場合を除き、第２種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当会社

は、第２種優先株主又は第２種優先登録株式質権者に対しては、新株引受権又は新株予約権もしくは新株

予約権付社債の引受権を与えない。 

    （８）普通株式の交付と引換えに第２種優先株式の取得を請求する権利 

    ① 取得を請求し得べき期間 

       第２種優先株式の取得を請求し得べき期間は、平成19年10月１日から平成29年３月29日までとする。 

    ② 取得の条件 

       第２種優先株式は、上記①の期間中、１株につき下記ａ．乃至ｃ．に定める取得価額により、当会社普

通株式に引換えすることができる。 

     ａ．当初取得価額 

       当初取得価額は、206円とする。 

     ｂ．取得価額の修正 

       平成19年11月１日以降の毎月第３金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、取得価額

は、決定日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値（気配表示を含む。以下同じ。）の

ない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。

以下「時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の毎

日の終値の平均値（円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。以下「修正後取得価

額」という。）に修正される。なお、時価算定期間内に、下記ｃ．で定める取得価額の調整事由が生

じた場合には、修正後取得価額は、第２種優先株式の要項に従い当会社が適当と判断する値に調整さ

れる。ただし、かかる算出の結果、修正後取得価額が103円（以下「下限取得価額」という。ただし、

下記ｃ．による調整を受ける。)を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とし、修正後取得

価額が412円（以下「上限取得価額」という。ただし、下記ｃ．による調整を受ける。)を上回る場合

には、修正後取得価額は上限取得価額とする。 

     ｃ．取得価額の調整 

       （ａ）当会社は、第２種優先株式の発行後、下記（ｂ）に掲げる各事由により当会社の発行済普通株

式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「取得価

額調整式」という。）をもって取得価額を調整する。 

       （ｂ）取得価額調整式により第２種優先株式の取得価額の調整を行う場合及びその調整後の取得価額

の適用時期については、次に定めるところによる。 

     イ 下記（ｃ）ロに定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行し又は

当会社の有する当会社普通株式を処分する場合（ただし、当会社普通株式に取得される証券も

しくは取得できる証券又は当会社の普通株式の発行もしくはこれに代えて当会社の有する当会

社の普通株式の移転（以下当会社の普通株式の発行又は移転を「交付」という。）を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の引換え又は行使による場合を除

く。）。 

調整後の取得価額は、払込期日の翌日以降、また募集のための基準日がある場合はその日の翌

日以降これを適用する。 

           既発行 

 普通株式数 

  

＋

 新発行・処分普通株式数×１株当たりの発行・処分価額 

   

  調整後 

 取得価額 

 

＝ 

  

 調整前 

取得価額 

  

×

 １株当たりの時価 

     既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数 



     ロ 株式分割により普通株式を発行する場合 

調整後の取得価額は、当該株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。ただし、分配

可能額から資本に組入れられることを条件にその部分をもって株式の分割により普通株式を発

行する旨取締役会で決議する場合で、当該分配可能額の資本組入れの決議をする株主総会の終

結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合には、調整後の取得価額は、当該分配可

能額の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。 

なお、上記ただし書の場合において、当該株式分割のための基準日の翌日から当該分配可能額

の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日までに行使請求をなした者に対しては、次の算

出方法により、当会社普通株式を交付する。なお、株券の交付については下記g.の規定を準用

する。 

       この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

     ハ 下記（ｃ）ロに定める時価を下回る価額をもって当会社普通株式に取得される証券もしくは取

得できる証券又は当会社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を

発行する場合 

調整後の取得価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初

の取得価額で引換えられ又は当初の行使価額で行使されたものとみなして取得価額調整式を準

用して算出するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日

以降これを適用する。ただし、その証券の募集のための基準日がある場合は、その日の翌日以

降これを適用する。 

      （ｃ） イ 取得価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨て

る。 

         ロ 取得価額調整式に使用する時価は、調整後の取得価額を適用する日（ただし、上記（ｂ）ロ

ただし書の場合には基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除

く。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値

とする。 

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。 

         ハ 取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また基準日が

ない場合は調整後の取得価額を適用する日２ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数

から、当該日における当会社の有する当会社普通株式数を控除した数とする。また、上記

（ｂ）ロの場合には、取得価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日における当

会社の有する当会社普通株式に割り当てられる当会社普通株式数を含まないものとする。 

         ニ 取得価額調整式により算出された取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、取得価額の調整は行わないこととする。ただし、次に取得価額の調整を必要とする

事由が発生し取得価額を算出する場合は、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて、調

整前取得価額からこの差額を差引いた額を使用するものとする。 

       （ｄ）上記（ｂ）の取得価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、必

要な取得価額の調整を行う。 

         イ 株式の併合、資本の減少、会社法第762条に定められた新設分割、会社法第757条に定められ

た吸収分割、又は合併のために取得価額の調整を必要とするとき。 

         ロ その他当会社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により取得価額の調整

を必要とするとき。 

         ハ 取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価

額の算出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があると

き。 

  

  

 株式数 

 

 

＝ 

 （調整前取得価額－調整後取得価額）  × 調整前取得価額をもって当該期間内に交付

された株式数 

調整後取得価額 



     ｄ．上記ｂ．又はｃ．により取得価額の修正又は調整を行うときは、当会社は、あらかじめ書面によりそ

の旨並びにその事由、修正前又は調整前の取得価額、修正後又は調整後の取得価額及びその適用の日そ

の他必要な事項を第２種優先株主に通知する。ただし、上記ｃ.（ｂ）ロただし書に示される株式分割

の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかに

これを行う。 

     ｅ．第２種優先株式の取得請求の方法 

       第２種優先株式の取得請求受付事務は、下記③の取得請求受付場所（以下「取得請求受付場所」と

いう。）においてこれを取扱う。 

       （ａ）第２種優先株式を取得請求しようとする第２種優先株主は、当会社の定める取得請求書に、取

得請求しようとする第２種優先株式を表示し、請求の年月日等を記載してこれに記名捺印した

上、その第２種優先株式の株券を添えて取得を請求し得べき期間中に取得請求受付場所に提出し

なければならない。ただし、第２種優先株式の株券が発行されないときは、株券の提出を要しな

い。 

       （ｂ）取得請求受付場所に対し取得請求に要する書類を提出した者は、その後これを撤回することが

できない。 

     ｆ．第２種優先株式の取得請求の効力発生時期 

       取得請求の効力は、取得請求に要する書類の全部が取得受付場所に到着した日に発生する。 

     ｇ．株券の交付方法 

       当会社は、取得請求の効力発生後すみやかに第２種優先株式の引換えにより発行すべき当会社普通

株式の株券を第２種優先株主に交付する。ただし、単元未満株式については株券を発行しない。 

     ｈ．第２種優先株式の要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当会社は必要な措置を

講じる。 

     ｉ．引換えにより発行すべき普通株式数 

       第２種優先株式の引換えにより発行すべき当会社普通株式数は、次のとおりとする。 

      引換えにより発行すべき普通株式数の算出に当たっては、１株未満小数第１位まで算出し、その小数

第１位を切り捨て、現金による調整は行わない。 

    ③ 取得請求受付場所 

       東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社 本店 

    （９）普通株式への一斉転換 

       平成19年10月１日から平成29年３月29日までに取得請求のなかった第２種優先株式は、平成29年３月30

日（以下「一斉転換日」という。）をもって取得し、これと引換えに、各第２種優先株主の有する第２種

優先株式の発行価額相当額を一斉転換日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値のない日は

除き、一斉転換日が取引日でない場合には、一斉転換日の直前の取引日までの５連続取引日とする。）の

株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（円位未満小数第２

位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。）で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、当

該平均値が（ａ）下限取得価額を下回るとき、又は、（ｂ）上限取得価額を上回るときは、各第２種優先

株主の有する第２種優先株式の発行価額相当額を、（ａ）の場合は当該下限取得価額で、（ｂ）の場合は

当該上限取得価額で、それぞれ除して得られる数の普通株式を交付する。なお、上記の普通株式数の算出

にあたって１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める端数の処理の規定に準じてこれ

を取扱う。本（９）に基づき第２種優先株式の一斉転換の効力が発生した場合には、当会社は、すみやか

に第２種優先株式の取得により発行すべき当会社普通株式の株券を交付する。ただし、単元未満株式につ

いては株券を発行しない。 

    （１０）期中の引換え又は一斉転換があった場合の取扱い 

       第２種優先株式の取得請求により発行された当会社の普通株式に対する最初の期末配当金又は会社法第

454条第５項に定められた剰余金の配当（中間配当）については、引換えの請求又は一斉転換が４月１日

から９月30日までの間になされたときは４月１日に、10月１日から翌年３月31日までの間になされたとき

は10月１日に、それぞれ取得があったものとみなして支払うものとする。 

引換えにより

発行すべき普

通株式数 

＝ 

 第２種優先株主が引換え請求のために提出した第２種優先株式の発行価額の総額 

取得価額 



    ４．第３種優先株式の内容は次のとおりであります。 

    （１）優先配当金 

    ① 優先配当金 

       当会社は、期末配当を行うときは、配当起算日以降毎事業年度末日の株主名簿に記載又は記録された第

３種優先株式を有する株主（以下「第３種優先株主」という。）又は第３種優先株式の登録株式質権者

（以下「第３種優先登録株式質権者」という。）に対し、当会社普通株式を有する株主（以下「普通株

主」という。）及び当会社普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立

ち、第３種優先株式１株につき下記②に定める額の剰余金を配当する。 

    ② 優先配当金の額 

       第３種優先株式１株当たりの優先配当金（以下「第３種優先配当金」という。）の額は、第３種優先株

式の発行価額（2,000円）に、日本円TIBOR（１年物）に1.0％を加算した利率を乗じ、円位未満小数第３

位まで算出し、その小数第３位を四捨五入した額とする。ただし、計算の結果、200円を超える場合は、

第３種優先配当金の額は200円とする。 

「日本円TIBOR（１年物）」とは、年率修正日において、午前11時における日本円１年物トーキョー・イ

ンター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会によって公表される数値を指

すものとする。ただし、日本円TIBOR（１年物）が公表されない場合は、同日（当日がロンドン銀行営業

日でない場合は前ロンドン銀行営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるユーロ

円１年物ロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR１年物（360日ベース））と

して英国銀行協会（BBA）によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR

（１年物）に代えて用いるものとする。 

「年率修正日」とは、平成18年４月１日を含む事業年度については平成18年４月１日とし、それ以降は支

払われるべき第３種優先配当金に係る事業年度の初日とする。当日が、銀行営業日でない場合は前銀行営

業日とする。 

「銀行営業日」とは、法令等により日本において銀行が休業することを認められ又は義務づけられている

日以外の日をいい、「ロンドン銀行営業日」とは、法令等によりロンドンにおいて銀行が休業することを

認められ又は義務づけられている日以外の日をいう。 

    ③ 非累積条項 

       ある事業年度において第３種優先株主又は第３種優先登録株式質権者に対して配当する剰余金の額が第

３種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

    ④ 非参加条項 

       第３種優先株主又は第３種優先登録株式質権者に対しては、第３種優先配当金を超えて期末配当を行わ

ない。 

    （２）残余財産の分配 

       当会社の残余財産を分配するときは、第３種優先株主又は第３種優先登録株式質権者に対し、普通株主

又は普通登録株式質権者に先立ち、第３種優先株式１株につき2,000円を支払う。 

第３種優先株主又は第３種優先登録株式質権者に対しては、前記分配のほか残余財産の分配は行わない。 

    （３）議決権 

       第３種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

    （４）取得請求権 

       第３種優先株主は、当会社に対し、平成21年７月１日以降毎年７月に発行価額をもって、本優先株式の

全部又は一部の取得を請求することができる。一部取得請求の場合は、抽選その他の方法により行う。 

当会社は、前記の請求（以下「取得請求」という。）がなされた場合に限り、請求がなされた日の属する

事業年度の前事業年度における分配可能額の75％を限度として、第３種優先株式の取得をするものとす

る。 

前記の限度額を超えて第２種優先株主及び第３種優先株主からの取得請求があった場合、取得の順位は、

第３種優先株式、第２種優先株式とする。 

    （５）買受け又は消却 

       当会社は、いつでも第３種優先株式の全部又は一部を買受け、これを株主に配当すべき剰余金をもって

当該買受価額により消却を行うことができる。 



    （６）取得条項 

       当会社は、法令で定める場合を除き、平成27年４月１日以降いつでもその選択により第３種優先株主及

び第３種優先登録株式質権者に対して、取得日から１ヵ月以上の事前通知を行った上で、その時点におい

て残存する第３種優先株式の全部又は一部を取得することができる。一部取得の場合は、抽選その他の方

法により行う。 

取得価額は、１株につき2,000円に経過配当金相当額を加算した額とする。前記「経過配当金相当額」と

は、優先配当金の額を取得日の属する事業年度の初日から取得日までの日数で日割計算した額とする。 

    （７）株式の併合又は分割、新株引受権等 

       当会社は、法令に定める場合を除き、第３種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当会社

は、第３種優先株主又は第３種優先登録株式質権者に対しては、新株引受権又は新株予約権もしくは新株

予約権付社債の引受権を与えない。 

    （８）普通株式の交付と引換えに第３種優先株式の取得を請求する権利 

    ① 取得を請求し得べき期間 

       第３種優先株式の取得を請求し得べき期間は、平成21年４月１日から平成29年３月29日までとする。 

    ② 取得の条件 

       第３種優先株式は、上記①の期間中、１株につき下記ａ．乃至ｃ．に定める取得価額により、当会社普

通株式に引換えすることができる。 

     ａ．当初取得価額 

       当初取得価額は、206円とする。 

     ｂ．取得価額の修正 

       平成22年４月１日以降の毎年４月１日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、取得価額は、

決定日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値（気配表示を含む。以下同じ。）のない

日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。以下

「時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の毎日の

終値の平均値（円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。以下「修正後取得価額」

という。）に修正される。なお、時価算定期間内に、下記ｃ．で定める取得価額の調整事由が生じた

場合には、修正後取得価額は、第３種優先株式の要項に従い当会社が適当と判断する値に調整され

る。ただし、かかる算出の結果、修正後取得価額が103円（以下「下限取得価額」という。ただし、下

記ｃ．による調整を受ける。)を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とし、修正後取得価

額が412円（以下「上限取得価額」という。ただし、下記ｃ．による調整を受ける。)を上回る場合に

は、修正後取得価額は上限取得価額とする。 

     ｃ．取得価額の調整 

       （ａ）当会社は、第３種優先株式の発行後、下記（ｂ）に掲げる各事由により当会社の発行済普通株

式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「取得価

額調整式」という。）をもって取得価額を調整する。 

       （ｂ）取得価額調整式により第３種優先株式の取得価額の調整を行う場合及びその調整後の取得価額

の適用時期については、次に定めるところによる。 

     イ 下記（ｃ）ロに定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行し又は

当会社の有する当会社普通株式を処分する場合（ただし、当会社普通株式に取得される証券も

しくは取得できる証券又は当会社の普通株式の発行もしくはこれに代えて当会社の有する当会

社の普通株式の移転（以下当会社の普通株式の発行又は移転を「交付」という。）を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の引換え又は行使による場合を除

く。）。 

調整後の取得価額は、払込期日の翌日以降、また募集のための基準日がある場合はその日の翌

日以降これを適用する。 

           既発行 

 普通株式数 

  

＋

 新発行・処分普通株式数×１株当たりの発行・処分価額 

   

  調整後 

 取得価額 

 

＝ 

  

 調整前 

取得価額 

  

×

 １株当たりの時価 

     既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数 



     ロ 株式分割により普通株式を発行する場合 

調整後の取得価額は、当該株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。ただし、分配

可能額から資本に組入れられることを条件にその部分をもって株式の分割により普通株式を発

行する旨取締役会で決議する場合で、当該分配可能額の資本組入れの決議をする株主総会の終

結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合には、調整後の取得価額は、当該分配可

能額の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。 

なお、上記ただし書の場合において、当該株式分割のための基準日の翌日から当該分配可能額

の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日までに行使請求をなした者に対しては、次の算

出方法により、当会社普通株式を交付する。なお、株券の交付については下記ｇ．の規定を準

用する。 

       この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

     ハ 下記（ｃ）ロに定める時価を下回る価額をもって当会社普通株式に取得される証券もしくは取

得できる証券又は当会社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を

発行する場合 

調整後の取得価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初

の取得価額で引換えられ又は当初の行使価額で行使されたものとみなして取得価額調整式を準

用して算出するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日

以降これを適用する。ただし、その証券の募集のための基準日がある場合は、その日の翌日以

降これを適用する。 

      （ｃ） イ 取得価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨て

る。 

         ロ 取得価額調整式に使用する時価は、調整後の取得価額を適用する日（ただし、上記（ｂ）ロ

ただし書の場合には基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除

く。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値

とする。 

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。 

         ハ 取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また基準日が

ない場合は調整後の取得価額を適用する日２ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数

から、当該日における当会社の有する当会社普通株式数を控除した数とする。また、上記

（ｂ）ロの場合には、取得価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日における当

会社の有する当会社普通株式に割り当てられる当会社普通株式数を含まないものとする。 

         ニ 取得価額調整式により算出された取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、取得価額の調整は行わないこととする。ただし、次に取得価額の調整を必要とする

事由が発生し取得価額を算出する場合は、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて、調

整前取得価額からこの差額を差引いた額を使用するものとする。 

       （ｄ）上記（ｂ）の取得価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、必

要な取得価額の調整を行う。 

         イ 株式の併合、資本の減少、会社法第762条に定められた新設分割、会社法第757条に定められ

た吸収分割、又は合併のために取得価額の調整を必要とするとき。 

         ロ その他当会社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により取得価額の調整

を必要とするとき。 

         ハ 取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価

額の算出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があると

き。 

  

  

 株式数 

 

 

＝ 

 （調整前取得価額－調整後取得価額）  × 調整前取得価額をもって当該期間内に交付

された株式数 

調整後取得価額 



     ｄ．上記ｂ．又はｃ．により取得価額の修正又は調整を行うときは、当会社は、あらかじめ書面によりそ

の旨並びにその事由、修正前又は調整前の取得価額、修正後又は調整後の取得価額及びその適用の日そ

の他必要な事項を第３種優先株主に通知する。ただし、上記ｃ．（ｂ）ロただし書に示される株式分割

の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかに

これを行う。 

     ｅ．第３種優先株式の取得請求の方法 

       第３種優先株式の取得請求受付事務は、下記③の取得請求受付場所（以下「取得請求受付場所」と

いう。）においてこれを取扱う。 

       （ａ）第３種優先株式を取得請求しようとする第３種優先株主は、当会社の定める取得請求書に、取

得請求しようとする第３種優先株式を表示し、請求の年月日等を記載してこれに記名捺印した

上、その第３種優先株式の株券を添えて取得を請求し得べき期間中に取得請求受付場所に提出し

なければならない。ただし、第３種優先株式の株券が発行されないときは、株券の提出を要しな

い。 

       （ｂ）取得請求受付場所に対し取得請求に要する書類を提出した者は、その後これを撤回することが

できない。 

     ｆ．第３種優先株式の取得請求の効力発生時期 

       取得請求の効力は、取得請求に要する書類の全部が取得受付場所に到着した日に発生する。 

     ｇ．株券の交付方法 

       当会社は、取得請求の効力発生後すみやかに第３種優先株式の引換えにより発行すべき当会社普通

株式の株券を第３種優先株主に交付する。ただし、単元未満株式については株券を発行しない。 

     ｈ．第３種優先株式の要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当会社は必要な措置を

講じる。 

     ｉ．引換えにより発行すべき普通株式数 

       第３種優先株式の引換えにより発行すべき当会社普通株式数は、次のとおりとする。 

      引換えにより発行すべき普通株式数の算出に当たっては、１株未満小数第１位まで算出し、その小数

第１位を切り捨て、現金による調整は行わない。 

    ③ 取得請求受付場所 

       東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社 本店 

    （９）普通株式への一斉転換 

       平成21年４月１日から平成29年３月29日までに取得請求のなかった第３種優先株式は、平成29年３月30

日（以下「一斉転換日」という。）をもって取得し、これと引換えに、各第３種優先株主の有する第３種

優先株式の発行価額相当額を一斉転換日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値のない日は

除き、一斉転換日が取引日でない場合には、一斉転換日の直前の取引日までの５連続取引日とする。）の

株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（円位未満小数第２

位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。）で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、当

該平均値が（ａ）下限取得価額を下回るとき、又は、（ｂ）上限取得価額を上回るときは、各第３種優先

株主の有する第３種優先株式の発行価額相当額を、（ａ）の場合は当該下限取得価額で、（ｂ）の場合は

当該上限取得価額で、それぞれ除して得られる数の普通株式を交付する。なお、上記の普通株式数の算出

にあたって１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める端数の処理の規定に準じてこれ

を取扱う。本（９）に基づき第３種優先株式の一斉転換の効力が発生した場合には、当会社は、すみやか

に第３種優先株式の取得により発行すべき当会社普通株式の株券を交付する。ただし、単元未満株式につ

いては株券を発行しない。 

    （１０）期中の引換え又は一斉転換があった場合の取扱い 

       第３種優先株式の取得請求により発行された当会社の普通株式に対する最初の期末配当金又は会社法第

454条第5項に定められた剰余金の配当（中間配当）については、引換えの請求又は一斉転換が４月１日か

ら９月30日までの間になされたときは４月１日に、10月１日から翌年３月31日までの間になされたときは

10月１日に、それぞれ取得があったものとみなして支払うものとする。 

引換えにより

発行すべき普

通株式数 

＝ 

 第３種優先株主が引換え請求のために提出した第３種優先株式の発行価額の総額 

取得価額 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

<第１回無担保転換社債型新株予約権付社債> 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 1,100 400 

新株予約権の数（個） 22 8 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 9,290,540 3,827,751 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 118.4 104.5 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年４月１日 

至 平成20年３月27日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

118.4 

60 

発行価格 

資本組入額 

104.5 

53 

新株予約権の行使の条件 

 当会社が下記①もしくは②

により本社債を繰上償還する

場合または当会社が下記③に

記載の本新株予約権付社債の

社債権者の請求により本社債

を繰上償還する場合には、本

新株予約権付社債の社債権者

は、償還日の前銀行営業日の

銀行営業時間終了時以後本新

株予約権を行使することはで

きず、当会社が本社債につき

期限の利益を喪失した場合に

は、本新株予約権付社債の社

債権者は、期限の利益の喪失

日以降本新株予約権を行使す

ることはできない。また、各

本新株予約権の一部行使はで

きないものとする。 

同左 

 



 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現
在 

（平成19年11月30
日） 

 

 ①当会社は、当会社が株式交換または株式

移転により他の会社の完全子会社となること

を当会社の株主総会で決議した場合、その選

択により、本新株予約権付社債の社債権者に

対して、償還日から30日以上60日以内の事前

通知を行った上で、当該株式交換または株式

移転の効力発生日以前に、その時点において

未償還の本社債の全部（一部は不可）を繰上

償還することができる。この場合の償還価額

は本社債の額面100円につき金100円とする。 

  

  

 ②当会社は、平成18年３月31日以降、その

選択により、本新株予約権付社債の社債権者

に対して償還日から10銀行営業日以上60日以

内の事前通知を行った上で、その時点におい

て未償還の本社債の全部（一部は不可）を繰

上償還することができる。この場合の償還価

額は本社債の額面100円につき金100円とす

る。 

  

 

 ③本新株予約権付社債の社債権者は、平成

18年８月30日以降、その選択により、当会社

に対して償還日から60日以上の事前通知を行

い、かつ当会社の定める請求書に繰上償還を

請求しようとする本社債を表示し、請求の年

月日等を記載してこれに記名捺印した上、繰

上償還を請求しようとする本新株予約権付社

債券を添えて償還金支払場所（不二サッシ株

式会社 管理本部経理部）に提出することに

より、その保有する本社債の全部または一部

を繰上償還することを、当会社に対して請求

する権利を有する。この場合の償還価額は本

社債の額面100円につき金100円とする。 

  

新株予約権の譲渡に関する事項 

 旧商法第341条ノ２第４項の定めにより本

社債と本新株予約権のうち一方のみを譲渡す

ることはできない。 

同左  

代用払込みに関する事項 

 旧商法第341条ノ３第１項第７号および第

８号により、本新株予約権を行使したときは

本社債の全額の償還に代えて当該本新株予約

権の行使に際して払込をなすべき額の全額の

払込がなされたものとする請求があったもの

とみなす。 

同左  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
  ───── ───── 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．平成19年４月１日から平成19年９月30日までの間に、新株予約権付社債の新株予約権の行使により、発行済

株式総数が3,304千株、資本金が251百万円、資本準備金が248百万円増加しております。 

    ２．平成19年４月１日から平成19年９月30日までの間に、第１種優先株式の取得請求により、普通株式が4,847

千株増加しております。 

    ３．平成19年10月１日から平成19年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が5,912千

株、資本金が354百万円及び資本準備金が345百万円増加しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額（百万
円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30

日 （注）１ 

3,304 54,669 251 1,354 248 446 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日

（注）２  

4,847 59,516 － 1,354 － 446 



(5）【大株主の状況】 

① 普通株式 

（注）当中間会計期間末現在主要株主であった大栄不動産株式会社は、提出日現在（平成19年12月７日）では主要株主

ではなくなりました。 

② 第１種優先株式 

 （注）第１種優先株主の取得請求によるものであります。 

③ 第２種優先株式 

④ 第３種優先株式 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大栄不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町1-1-8 5,349.4 10.16 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 2,351.9 4.46 

蛇の目ミシン工業株式会社 東京都中央区京橋3-1-1 1,870.0 3.55 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町2-2-1 1,857.4 3.53 

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町1-2-1 1,474.0 2.80 

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤7-4-1 1,438.4 2.73 

不二サッシ社員持株会 神奈川県川崎市幸区鹿島田890-12 1,342.8 2.55 

大日メタックス株式会社 福井県福井市森行町2-5 926.4 1.76 

三平建設株式会社 東京都台東区元浅草1-1-1 900.0 1.71 

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町1-4-2 532.0 1.01 

計 － 18,042.3 34.29 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日興シティグループ証券株式

会社 
東京都港区赤坂5-2-20 550 61.11 

不二サッシ株式会社（注） 神奈川県川崎市幸区鹿島田890-12 350 38.89 

計 － 900 100.00 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町2-2-1 3,000 100.00 

計 － 3,000 100.00 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町2-2-1 3,000 100.00 

計 － 3,000 100.00 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が18,600株（議決権の数186個）含ま

れております。 

②【自己株式等】 

 （注）１．上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株あります。

（昭和56年10月１日に吸収合併した不二サツシ販売株式会社名義900株を含む。）なお、当該株式数は上記

「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれております。 

２．上記のほか株主名簿上は関係会社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が100株ありま

す。なお、当該株式は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれております。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 

第１種優先株式 

第２種優先株式 

第３種優先株式 

900,000 

3,000,000 

3,000,000 

－ 

優先株式の内容は、(1)

株式の総数等 ②発行

済株式の注記を参照 

議決権制限株式（自己株式

等） 
－ － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式

等）  
普通株式 52,100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 52,301,500 523,015 － 

単元未満株式 普通株式 263,282 － － 

発行済株式総数 59,516,882 － － 

総株主の議決権 － 523,015 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

不二サッシ㈱ 

神奈川県川崎市幸

区鹿島田890番地

12 

39,100 － 39,100 0.07 

㈱大鷹製作所 

愛知県名古屋市守

山区大字上志段味

1200番地 

13,000 － 13,000 0.02 

計   52,100 － 52,100 0.09 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低価格は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 (1)役職の異動 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 157 174 228 264 209 148 

最低（円） 123 143 169 189 130 122 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役 

常務執行役員、住

宅建材事業部長兼

管理部長兼環境事

業部・新規事業推

進部担当 

 取締役 

常務執行役員、新

規事業推進部長兼

住宅建材事業部・

環境事業部担当 

 大江 敬文 平成19年11月１日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金 ※１   7,895     12,305     11,976  

２．受取手形及び売掛
金 

※１ 
※４   24,034     23,722     30,043  

３．たな卸資産 ※１   21,705     23,536     18,839  

４．その他     2,415     3,379     3,414  

５．貸倒引当金     △668     △763     △797  

流動資産合計     55,382 57.5   62,181 62.9   63,476 63.3 

Ⅱ 固定資産                    

(1)有形固定資産                    

１．建物及び構築物 ※１ 39,233     38,181     37,449    

減価償却累計額 ※６ 27,939 11,294   27,547 10,633   27,188 10,261  

２．機械装置及び運
搬具 

※１ 49,498     46,835     46,656    

減価償却累計額 ※６ 45,316 4,182   42,565 4,269   42,547 4,109  

３．土地 ※１   16,716     14,463     14,620  

４．その他 ※１ 15,067     15,365     14,977    

減価償却累計額 ※６ 13,480 1,586   13,513 1,852   13,311 1,666  

有形固定資産合計     33,779 35.0   31,219 31.6   30,657 30.6 

(2)無形固定資産                    

１．その他 ※１   337     316     320  

無形固定資産合計     337 0.4   316 0.3   320 0.3 

(3)投資その他の資産                    

１．投資有価証券 ※１   4,241     2,570     3,228  

２．その他     3,482     3,550     3,488  

３．貸倒引当金     △829     △956     △850  

投資その他の資産
合計     6,894 7.1   5,164 5.2   5,865 5.8 

固定資産合計     41,011 42.5   36,700 37.1   36,843 36.7 

資産合計     96,394 100.0   98,882 100.0   100,320 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金 

※１ 
※４   24,394     23,966     28,081  

２．短期借入金 ※１   36,946     32,190     31,179  

３．新株予約権付社債     －     1,100     －  

４．未払法人税等     134     145     235  

５．前受金     7,379     9,024     6,030  

６．賞与引当金     594     719     613  

７．役員賞与引当金     6     6     10  

８．工事損失引当金     180     167     76  

９．その他 ※４   3,011     4,998     4,680  

流動負債合計     72,647 75.4   72,317 73.1   70,907 70.7 

Ⅱ 固定負債                    

１．新株予約権付社債     1,800     －     1,600  

２．社債     12     －     －  

３．長期借入金 ※１   7,915     2,839     4,244  

４．繰延税金負債     515     202     389  

５．再評価に係る繰延
税金負債     585     597     592  

６．退職給付引当金     9,030     9,980     9,466  

７．役員退職慰労引当
金     145     －     －  

８．負ののれん ※５   53     47     46  

９．その他     1,224     1,059     1,166  

固定負債合計     21,282 22.1   14,728 14.9   17,505 17.5 

負債合計     93,930 97.5   87,045 88.0   88,412 88.2 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     1,001 1.0   1,354 1.4   1,102 1.1 

２．資本剰余金     122 0.1   468 0.4   220 0.2 

３．利益剰余金     △670 △0.7   8,569 8.7   8,951 8.9 

４．自己株式     △4 △0.0   △6 △0.0   △5 △0.0 

株主資本合計     447 0.4   10,386 10.5   10,269 10.2 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評
価差額金     676 0.7   332 0.3   595 0.6 

２．土地再評価差額金     1,916 2.0   1,594 1.7   1,616 1.6 

３．為替換算調整勘定     △803 △0.8   △603 △0.6   △692 △0.7 

評価・換算差額等合
計     1,789 1.9   1,323 1.4   1,519 1.5 

Ⅲ 少数株主持分     226 0.2   125 0.1   118 0.1 

純資産合計     2,464 2.5   11,836 12.0   11,907 11.8 

負債純資産合計     96,394 100.0   98,882 100.0   100,320 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     55,409 100.0   57,228 100.0   128,949 100.0 

Ⅱ 売上原価     47,374 85.5   49,071 85.7   110,231 85.5 

売上総利益     8,035 14.5   8,157 14.3   18,718 14.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   7,835 14.1   7,934 13.9   16,050 12.4 

営業利益     199 0.4   222 0.4   2,668 2.1 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   22     23     44    

２．受取配当金   39     31     45    

３．負ののれん償却額   13     17     29    

４．保険配当金   5     5     127    

５．賃貸収益   22     16     44    

６．その他   98 203 0.3 102 197 0.3 225 517 0.4 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   571     536     1,150    

２．手形売却損   52     63     111    

３．持分法による投資
損失   6     22     －    

４．その他   45 676 1.2 56 679 1.2 118 1,380 1.1 

経常利益又は経常
損失（△）     △273 △0.5   △258 △0.5   1,805 1.4 

Ⅵ 特別利益                    

１．固定資産売却益 ※２ 1     8     9,540    

２．投資有価証券売却
益   3     65     153    

３．環境対策費用取崩
益   －     196     －    

４．厚生年金基金解散
分配益   15     －     －    

５．その他   5 26 0.0 1 272 0.5 32 9,726 7.5 

                     
 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産売却除却
損 

※３ 62     92     808    

２．販売用不動産評価
損   67     －     67    

３．商品評価損   72     －     －    

４．減損損失  ※４ －     40     533    

５．過年度消費税等   －     109     －    

６．厚生年金基金解散
損 

  －     54     －    

７．その他   39 242 0.4 18 316 0.6 1,180 2,589 2.0 

税金等調整前中間
純損失（△）又は
税金等調整前当期
純利益 

    △489 △0.9   △302 △0.6   8,942 6.9 

法人税、住民税及
び事業税   84     115     261    

法人税等調整額   △13 70 0.1 △33 82 0.1 △68 192 0.1 

少数株主利益     2 0.0   0 0.0   9 0.0 

中間純損失（△）
又は当期純利益     △562 △1.0   △385 △0.7   8,740 6.8 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の一部連結子会社の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金  利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
15,678 7,022 △21,875 △4 820 

中間連結会計期間中の変動額          

資本準備金の取崩（百万円）   △7,000 7,000   － 

新株予約権付社債の行使（百

万円） 
100 99     200 

役員賞与（百万円）（注）     △12   △12 

中間純損失（百万円）     △562   △562 

自己株式取得（百万円）       △0 △0 

減資 （百万円） △14,777   14,777   － 

土地再評価差額金の取崩 

（百万円） 
    2   2 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

        － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△14,677 △6,900 21,204 △0 △372 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1,001 122 △670 △4 447 

 

 評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 土地再評価
差額金 

その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,919 1,219 △811 2,326 223 3,370 

中間連結会計期間中の変動額            

資本準備金の取崩（百万円）           － 

新株予約権付社債の行使（百万

円） 
          200 

役員賞与（百万円）（注）           △12 

中間純損失（百万円）           △562 

自己株式取得（百万円）           △0 

減資 （百万円）           － 

土地再評価差額金の取崩 

（百万円） 
          2 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

△2 △542 7 △537 3 △533 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△2 △542 7 △537 3 △906 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1,916 676 △803 1,789 226 2,464 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金  利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
1,102 220 8,951 △5 10,269 

中間連結会計期間中の変動額          

新株予約権付社債の新株予約権

の行使による新株の発行 
251 248     500 

中間純損失     △385   △385 

自己株式の取得       △0 △0 

土地再評価差額金の取崩     2   2 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

        － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
251 248 △382 △0 116 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
1,354 468 8,569 △6 10,386 

 

 評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
595 1,616 △692 1,519 118 11,907 

中間連結会計期間中の変動額            

新株予約権付社債の新株予約権

の行使による新株の発行 
          500 

中間純損失           △385 

自己株式の取得           △0 

土地再評価差額金の取崩           2 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

△263 △21 89 △195 7 △188 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△263 △21 89 △195 7 △71 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
332 1,594 △603 1,323 125 11,836 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の一部連結子会社の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金  利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
15,678 7,022 △21,875 △4 820 

連結会計年度中の変動額          

資本準備金の取崩（百万円）   △7,000 7,000   － 

新株予約権付社債の行使（百

万円） 
201 198     400 

役員賞与（百万円）（注）     △12   △12 

当期純利益（百万円）     8,740   8,740 

自己株式取得（百万円）       △0 △0 

減資 （百万円） △14,777   14,777   － 

土地再評価差額金の取崩 

 （百万円） 
    321   321 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
          

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△14,575 △6,801 30,827 △0 9,448 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
1,102 220 8,951 △5 10,269 

 

 評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 土地再評価
差額金 

その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,919 1,219 △811 2,326 223 3,370 

連結会計年度中の変動額            

資本準備金の取崩（百万円）           － 

新株予約権付社債の行使（百万

円） 
          400 

役員賞与（百万円）（注）           △12 

当期純利益（百万円）           8,740 

自己株式取得（百万円）           △0 

減資 （百万円）           － 

土地再評価差額金の取崩 

 （百万円） 
          321 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
△302 △623 119 △807 △104 △911 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△302 △623 119 △807 △104 8,536 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
1,616 595 △692 1,519 118 11,907 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   

前中間連結会計期間 

（自平成18年４月１日 

至平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自平成19年４月１日 

至平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

（自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

税金等調整前中間純損失（△）又は
税金等調整前当期純利益 

  △489 △302 8,942 

減価償却費   1,036 964 2,235 

減損損失   － 40 533 

負ののれん償却額   △13 △17 △29 

持分法による投資損益（益△）   6 22 △14 

受取利息及び受取配当金   △62 △55 △89 

支払利息   571 536 1,150 

固定資産売却益   △1 △8 △9,540 

固定資産売却除却損   62 92 812 

投資有価証券売却益   △3 △65 △153 

投資有価証券評価損   － 2 － 

会員券評価損   － 0 － 

貸倒引当金の増減額（減少△）   129 58 265 

賞与引当金の増減額（減少△）   48 106 61 

役員賞与引当金の増減額（減少△）   － △4 10 

工事損失引当金の増減額（減少△）   65 90 △38 

退職給付引当金の増減額（減少△）   515 507 942 

役員退職慰労引当金の増減額（減少
△） 

  △91 － － 

売上債権の増減額（増加△）   2,732 6,404 △3,179 

たな卸資産の増減額（増加△）   △5,122 △4,657 △2,208 

仕入債務の増減額（減少△）   107 △4,131 3,778 

前受金の増減額（減少△）   3,689 2,994 2,340 

その他（減少△）   △830 △822 △452 

小計   2,351 1,756 5,366 

利息及び配当金の受取額   62 54 89 

利息の支払額   △467 △536 △1,007 

法人税等の支払額   △20 △75 △200 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,926 1,200 4,247 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

定期預金の預入による支出   △170 △203 △317 

定期預金の払戻による収入   164 207 285 

有形固定資産の取得による支出   △861 △800 △1,931 

有形固定資産の売却による収入   47 113 11,449 

無形固定資産の取得による支出   △9 △23 △29 

投資有価証券の取得による支出   △6 △6 △12 

投資有価証券の売却による収入   48 270 1,032 

会員権の売却による収入   28 2 78 

その他   14 16 △54 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △744 △422 10,500 

 



   

前中間連結会計期間 

（自平成18年４月１日 

至平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自平成19年４月１日 

至平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

（自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

短期借入金の純増減額（減少△）   △1,404 13,481 △4,089 

長期借入れによる収入   1,533 68 849 

長期借入金の返済による支出   △1,568 △14,008 △7,731 

社債の償還による支出   △7 － △20 

少数株主への配当金の支払額   △0 △0 △0 

その他   △0 △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,447 △460 △10,992 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   2 16 36 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少
△） 

  △263 333 3,791 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   7,552 11,343 7,552 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

 ※１ 7,288 11,677 11,343 

         



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  当社グループは、前連結会計年度

において、アルミ地金相場等の高

騰、主力商品であるビル用建材品の

受注価格の低下など収益悪化の兆候

がみられることから、固定資産の減

損に係る会計基準を適用した結果、

25,263百万円の減損損失を計上し、

18,726百万円の当期純損失を計上し

ました。当該状況により、継続企業

の前提に関する疑義が存在する状況

にありました。 

  これらの状況に鑑み、当該損失に

よる資本の毀損を補填するととも

に、財務体質を早期健全化し、財務

構造の改善を図るため、平成１８年

３月に債務の株式化による優先株式

発行、第三者割当による優先株式発

行及び転換社債型新株予約権付社債

発行を実施し、資本増強を行いまし

た。 

  さらに、当社グループは、事業構

造の見直し、グル－プの再編を行

い、事業収益性の向上を強力に推し

進めるべく、「中期経営４ヵ年計画

（平成１８年度～２１年度）」を新

たに策定いたしました。 

  当社グループは、「中期経営４ヵ

年計画（平成１８年度～２１年

度）」に基づき、各施策を強力に推

し進めており、アルミ地金相場は依

然として高止まり状況にあります

が、それらのマイナス要因を打ち消

す、ビル用建材品の受注価格アッ

プ、精密加工品・アルミ加工品等の

形材外販事業の拡大、リニューアル

事業の拡販等の成果が確実に上がり

始め、当連結会計年度の損益の改

善、有利子負債の圧縮が順調に推移

するものと見込まれております。 

  しかしながら、当中間連結会計期

間においては、前連結会計年度に受

注した低利益率物件を主体とした売

上計上、アルミ地金相場の高騰等を

反映し、中間純損失562百万円を計上

することから、継続企業の前提に関

する重要な疑義は解消しつつあるも

のの、未だ完全には払拭したとはい

えない状況にあります。 

 ─────  ───── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  収益力改善及び財務体質改善のた

めの「中期経営４ヵ年計画（平成１

８年度～２１年度）」の骨子は以下

のとおりであります。 

  （１）健全な財務体質の確立 

   ①借入金過剰体質から脱却し、金

融機関、取引先との安定した取引

関係を築く。 

   ②株主資本の充実と繰越欠損金を

一挙に解消し市場の評価を高め

る。 

  （２）事業構造の改革 

   ①安定した経営基盤を確立するた

めビル建材事業への偏重を是正し

事業分野を拡大する。 

  （３）経営管理体制の変革 

   ①グループ各社の再編を推進し、

グループ経営の効率化とコストダ

ウンを図る。 

   ②損益主体の管理からバランスシ

ート、キャッシュ・フローを含め

た管理体制をグループ共通で確立

する。 

   

  （４）数値目標 

   「中期経営4ヵ年計画（平成18年

度～21年度）」において平成21年

度までに 

    ①営業利益率３％以上 

 ②有利子負債残高330億円以下 

 ③自己資本の充実（目標値140

億円） 

   の達成を目指します。 

  従って、中間連結財務諸表は継続

企業を前提として作成されており、

当中間連結会計期間において、未だ

完全に払拭されていない疑義の影響

を中間連結財務諸表には反映してお

りません。 

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する

事項 

連結子会社の数  36社 連結子会社の数  35社 連結子会社の数  35社 

前連結会計年度において連結

子会社であった不二エクステリ

ア株式会社は、当連結会計年度

に清算結了いたしましたが、清

算時までの損益及びキャッシ

ュ・フローについては連結して

おります。 

  主要な連結子会社名 

九州不二サッシ株式会社 

関西不二サッシ株式会社 

不二倉業株式会社 

日海不二サッシ株式会社 

不二サッシリニューアル株式

会社 

北海道不二サッシ株式会社 

不二サッシ（マレーシア） 

SDN.BHD. 

株式会社不二サッシ関東 

株式会社不二サッシ中四国 

主要な連結子会社名 

不二ライトメタル株式会社 

株式会社不二サッシ九州 

関西不二サッシ株式会社 

不二倉業株式会社 

日海不二サッシ株式会社 

不二サッシリニューアル株式

会社 

北海道不二サッシ株式会社 

不二サッシ（マレーシア） 

SDN.BHD. 

株式会社不二サッシ関東 

株式会社不二サッシ中四国 

なお、九州不二サッシ株式会社

は、平成19年10月１日をもって、

不二ライトメタル株式会社に社名

変更しております。 

主要な連結子会社名 

九州不二サッシ株式会社 

関西不二サッシ株式会社 

不二倉業株式会社 

日海不二サッシ株式会社 

不二サッシリニューアル株式

会社 

北海道不二サッシ株式会社 

不二サッシ（マレーシア） 

SDN.BHD. 

株式会社不二サッシ関東 

株式会社不二サッシ中四国 

２．持分法の適用に関する

事項 

持分法適用の関連会社数 1社 

持分法適用会社名は、コスモ

工業株式会社であります。 

 持分法を適用していない関連

会社（不二ホームコンポーネン

ト㈱他）は中間純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。 

同左 持分法適用の関連会社数 1社 

持分法適用会社名は、コスモ

工業株式会社であります。 

持分法を適用していない関連

会社(不二ホームコンポーネント

㈱他)は当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

３．連結子会社の中間決

算日（決算日）等に

関する事項 

連結子会社のうち、不二サッ

シ（マレーシア）SDN.BHD.他在

外子会社4社の中間決算日は6月

30日であります。中間連結財務

諸表の作成にあたっては同決算

日現在の財務諸表を使用し、中

間連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

同左 連結子会社のうち、不二サッ

シ（マレーシア）SDN.BHD.他在

外子会社4社の決算日は12月31日

であります。連結財務諸表の作

成にあたっては同日の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っており

ます。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関す

る事項 

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

その他の有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法（評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定）により評価して

おります。 

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

その他の有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定）により評価して

おります。 

  時価のないもの 

移動平均法に基づ

く原価法により評価

しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法に基づ

く原価法により評価

しております。 

  ② デリバティブ 

時価法 

───── ───── 

  ③ たな卸資産 

販売用不動産及びオーダ

ー生産品については個別

法、製品・半製品及びその

他のたな卸資産については

主として移動平均法に基づ

く原価法により評価してお

ります。 

② たな卸資産 

同左 

② たな卸資産 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

有形固定資産 

主として定率法を採用して

おります。 

なお、平成10年4月1日以降

取得した建物（建物附属設備

を除く。）については、定額

法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

有形固定資産 

同左 

  建物及び構築物  15～45年 

機械装置及び運搬具 4～13年 

   

  無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、自社利用のソフト

ウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（5年）に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

  （3）繰延資産の処理方法 

 ①社債発行費 

───── 

（3）繰延資産の処理方法 

 ①株式交付費 

支出時に全額費用処理して

おります。 

（3）繰延資産の処理方法 

 ①株式交付費 

同左 

   ②株式交付費 

支出時に全額費用処理して

おります。 

   

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  (4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社は、

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

海外連結子会社は、個別に回

収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(4)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支払に備えるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 役員賞与引当金 

一部国内連結子会社は役員賞

与の支出に備えて、当連結会計

年度における支給見込額の当中

間連結会計期間負担額を計上し

ております。 

③ 役員賞与引当金 

同左 

③ 役員賞与引当金 

一部国内連結子会社は役員賞

与の支出に備えて、当連結会計

年度における支給見込額に基づ

き計上しております。 

  （会計方針の変更） 

当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用しておりま

す。 

これにより、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利

益は、それぞれ６百万円減少し

ております。 

なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載してお

ります。 

 ───── （会計方針の変更） 

国内連結子会社の一部は、当

連結会計年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。 

これにより、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利

益は、それぞれ10百万円減少し

ております。 

 なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

おります。 

  ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては連結子会社の九州不二

サッシ㈱は一括償却しておりま

すが、他の会社は15年による按

分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10～15年）による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしておりま

す。 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては連結子会社の不二ライ

トメタル㈱は一括償却しており

ますが、他の会社は15年による

按分額を費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10～15年）による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしておりま

す。 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

会計基準変更時差異について

は連結子会社の九州不二サッシ

㈱は平成13年3月期に一括償却し

ておりますが、他の会社は15年

による按分額を費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10～15年）による定

額法により按分した額を、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

当社及び連結子会社の一部に

ついては、役員の退職慰労金の

支払に充てるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上して

おります。 

 ─────  ───── 

  （追加情報） 

当社は、平成17年６月、連結

子会社は、平成18年６月をもっ

て役員退職慰労金制度を廃止し

ましたので、制度廃止以降の新

規繰入は行っておりません。 

  （追加情報） 

当社及び国内連結子会社は、

役員退職慰労金制度を廃止して

いる為、役員退職慰労引当金は

固定負債のその他に含めて表示

しております。 

   ⑥工事損失引当金   

当中間連結会計期間末手持工

事のうち損失の発生が見込まれ

るものについて将来の損失に備

えるため、その損失見込額を計

上しております。 

 ⑤工事損失引当金   

同左 

 ⑥工事損失引当金   

当連結会計年度末手持工事の

うち損失の発生が見込まれるも

のについて将来の損失に備える

ため、その損失見込額を計上し

ております。 

  (5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5)重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

イ．ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

 ─────  ───── 

  ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金 

   

  ハ．ヘッジ方針 

連結子会社の九州不二サッシ

㈱は、金利リスクの低減並びに

金融収支改善のため、対象債務

の範囲内でヘッジを行っており

ます。 

   

  ニ.ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象とヘッジ手段のキ

ャッシュ・フローの累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にし

て判断しております。 

   

  (7）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。

(6）消費税等の会計処理 

同左 

(6)消費税等の会計処理 

同左 

  (8）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しており

ます。  

(7）連結納税制度の適用 

同左 

(7）連結納税制度の適用 

同左 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限が

到来する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は2,237百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

 ───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は11,789百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 

    （企業結合に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、「企業結合に係る会

計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31

日）及び「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 

企業会計基準第７号）ならびに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 最終改正平成18年12月22日 企業会計

基準適用指針第10号）に準じた方法で会計処

理を行っております。 

 なお、この変更による損益に与える影響は

ありません。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 （中間連結貸借対照表） 

  前中間連結会計期間において、「連結調整

勘定」として掲記されていたものは、当中間連

結会計期間から「のれん」又は「負ののれん」

と表示しております。 

 ───── 

 （中間連結損益計算書） 

  前中間連結会計期間において、「連結調整

勘定償却額」として掲記されていたものは、当

中間連結会計期間から「負ののれん償却額」と

表示しております。 

 ───── 

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

  前中間連結会計期間において、「連結調整

勘定償却額」として掲記されていたものは、当

中間連結会計期間から「負ののれん償却額」と

表示しております。 

 ───── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

番号 
前中間連結会計期間末 
（平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年9月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年3月31日） 

※１ (1)担保提供資産 (1)担保提供資産 (1)担保提供資産 

  現金及び預金 366百万円

受取手形及び売掛金 2,435百万円

たな卸資産（販売用不

動産） 

310百万円

建物及び構築物 10,255百万円

機械装置及び運搬具 3,953百万円

土地  15,288百万円

その他(工具器具及び備

品) 

16百万円

その他(借地権) 142百万円

投資有価証券 1,695百万円

計 34,463百万円

現金及び預金 366百万円

受取手形及び売掛金  2,608百万円

たな卸資産（販売用不

動産） 

201百万円

建物及び構築物   9,616百万円

機械装置及び運搬具 3,102百万円

土地   13,348百万円

その他(工具器具及び備

品) 

11百万円

その他(借地権) 156百万円

投資有価証券  778百万円

計  30,190百万円

現金及び預金         366百万円

受取手形及び売掛金     2,614百万円

たな卸資産（販売用

不動産） 

     225百万円

建物及び構築物      9,286百万円

機械装置及び運搬具     3,784百万円

土地      13,437百万円

その他(工具器具及び

備品) 

12百万円

その他(借地権)   150百万円

投資有価証券 982百万円

計 30,860百万円

  上記のうち、工場財団抵当に供している資

産 

上記のうち、工場財団抵当に供している資

産 

上記のうち、工場財団抵当に供している資

産 

  建物及び構築物 8,765百万円

機械装置及び運搬具 3,953百万円

土地 12,466百万円

その他（工具器具及

び備品） 

16百万円

計 25,201百万円

建物及び構築物 8,471百万円

機械装置及び運搬具 3,102百万円

土地 10,880百万円

その他（工具器具及

び備品） 

11百万円

計 22,464百万円

建物及び構築物    8,086百万円

機械装置及び運搬

具 

  3,784百万円

土地      10,968百万円

その他（工具器具

及び備品） 

12百万円

計  22,852百万円

  (2)担保資産に対応する債務 (2)担保資産に対応する債務 (2)担保資産に対応する債務 

  支払手形及び買掛金 507百万円

短期借入金 34,954百万円

長期借入金 6,800百万円

計 42,262百万円

支払手形及び買掛金 418百万円

短期借入金 29,061百万円

長期借入金 2,640百万円

計 32,120百万円

支払手形及び買掛

金 

712百万円

短期借入金  28,270百万円

長期借入金 3,946百万円

計 32,929百万円

２ 偶発債務 

下記の会社等の金融機関等からの借入及

び手形割引及びリース債務に対し保証を行

っております。 

偶発債務 

下記の会社等の金融機関等からの借入及

び手形割引に対し保証を行っております。 

偶発債務 

下記の会社等の金融機関等からの借入及

び手形割引及びリース債務に対し保証を行

っております。 

  コスモ工業㈱ 119百万円

不二サッシ協同組合 100百万円

社会福祉法人メイプル 80百万円

不二建設工業組合 69百万円

その他  0百万円

計 369百万円

コスモ工業㈱ 99百万円

不二建設工業組合    93百万円

社会福祉法人メイプル   70百万円

計    263百万円

コスモ工業㈱ 114百万円

不二建設工業組合 112百万円

社会福祉法人メイプ

ル 

 75百万円

計       302百万円

 ３ 受取手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高       4,237百万円 

受取手形裏書譲渡高     214百万円 

受取手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高        4,817百万円 

受取手形裏書譲渡高      199百万円 

受取手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高       4,900百万円 

受取手形裏書譲渡高        299百万円 

※４ 中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の会計処

理は,手形交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間連結会計期間の末日

は金融機関の休日であったため、次の中間

連結会計期間末日満期手形が中間連結会計

期間期末残高に含まれております。 

受取手形 560百万円

支払手形 2,125百万円

中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の会計処

理は,手形交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間連結会計期間の末日

は金融機関の休日であったため、次の中間

連結会計期間末日満期手形が中間連結会計

期間期末残高に含まれております。 

受取手形 453百万円

支払手形 1,877百万円

その他 

（設備関係支払手形）

162百万円

連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理

は,手形交換日をもって決済処理しており

ます。なお、当連結会計年度の末日は金融

機関の休日であったため、次の連結会計年

度末日満期手形が連結会計年度末残高に含

まれております。 

受取手形 247百万円

支払手形  2,627百万円

流動負債その他 

（設備関係支払手形） 

 35百万円

 



番号 
前中間連結会計期間末 
（平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年9月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年3月31日） 

※５ のれん及び負ののれんの表示 

のれん及び負ののれんは、相殺表示して

おります。相殺前の金額は次のとおりであ

ります。 

のれん 15百万円

負ののれん 68百万円

差引 53百万円

───── ───── 

※６ 減価償却累計額には、減損損失累計額が

含まれております。 

同左 同左 



（中間連結損益計算書関係） 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目

及び金額は次のとおりです。 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目

及び金額は次のとおりです。 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目

及び金額は次のとおりです。 

  給料手当 2,798百万円

貸倒引当金繰入額 166百万円

賞与引当金繰入額 220百万円

退職給付引当金繰入額 325百万円

給料手当 2,860百万円

貸倒引当金繰入額 78百万円

賞与引当金繰入額 290百万円

役員賞与引当金繰入額 6百万円

退職給付費用 327百万円

給料手当 5,619百万円

貸倒引当金繰入額 419百万円

賞与引当金繰入額 222百万円

役員賞与引当金繰入額 10百万円

退職給付費用   647百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。 

固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。 

固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。 

  建物及び構築物   0百万円

機械装置及び運搬具  0百万円

計   1百万円

機械装置及び運搬具    7百万円

その他(工具器具及び備

品) 

  1百万円

計    8百万円

土地   9,535百万円

機械装置及び運搬具   4百万円

計    9,540百万円

※３ 固定資産売却除却損の内訳は次のとおり

です。 

固定資産売却除却損の内訳は次のとおり

です。 

固定資産売却除却損の内訳は次のとおり

です。 

  機械装置及び運搬具  6百万円

その他(工具器具及び備

品) 

  56百万円

計    62百万円

建物及び構築物   0百万円

機械装置及び運搬具  8百万円

土地 25百万円

その他(工具器具及び備

品) 

    57百万円

計      92百万円

建物及び構築物   438百万円

機械装置及び運搬具 218百万円

その他(工具器具及び備

品) 

   151百万円

計    808百万円

※４ ───── 当中間連結会計期間において、以下の遊休

資産について減損損失を計上しておりま

す。 

 当社グループは、管理会計上の区分に基

づきグルーピングを行い、遊休資産につい

ては各個別物件をグルーピングの単位とし

ております。 

 上記の資産は、遊休状態にあり市場価格

の著しい下落が認められたため、帳簿価額

を回収可能額まで減額し、当該減少額40百

万円を減損損失として特別損失に計上して

おります。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、路線価等を参

考としております。 

場所 用途 種類 
金額（百

万円） 

神奈川県

茅ヶ崎市 
遊休資産  土地 26 

宮城県仙

台市 
遊休資産

土地、建

物及び構

築物 

6 

福島県郡

山市 
遊休資産 土地 4 

秋田県由

利郡 
遊休資産 土地 2 

秋田県山

本郡 
遊休資産 土地 1 

当連結会計年度において、以下の遊休資産

について減損損失を計上しております。 

 当社グループは、管理会計上の区分に基

づきグルーピングを行い、遊休資産につい

ては各個別物件をグルーピングの単位とし

ております。 

 上記の資産は、遊休状態にあり市場価格

の著しい下落が認められたため、帳簿価額

を回収可能額まで減額し、当該減少額533

百万円を減損損失として特別損失に計上し

ております。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、路線価及び近

隣土地の直近売却額等を参考としておりま

す。 

場所 用途 種類 
金額（百

万円） 

大阪府高

槻市 
遊休資産  

建物・構築

物及び什器

備品  

256 

千葉県白

井市 
遊休資産 

土地、建

物及び構

築物 

276 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 前中間連結会計期間 （自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加2,542千株は、第１種優先株式の取得請求による増加1,186千株、新株予

約権付転換社債の行使による増加1,356千株であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加2千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

３．優先株式の自己株式の株式数の増加100千株は、取得請求後の第一種優先株式を無償取得したものでありま

す。 

 ２．新株予約権に関する事項 

 該当事項ありません。 

 ３．配当に関する事項 

 該当事項ありません。 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 （注）１ 40,169 2,542 － 42,711 

優先株式        

第１種優先株式  1,000 － － 1,000 

第２種優先株式 3,000 － － 3,000 

第３種優先株式 3,000 － － 3,000 

合計 47,169 2,542 － 49,711 

自己株式        

普通株式 （注）２ 29 2 － 32 

優先株式 （注）３ － 100 － 100 

合計 29 102 － 132 



 当中間連結会計期間 （自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加8,152千株は、第１種優先株主の取得請求によるもの（4,847千株）及び

新株予約権付社債の新株予約権の行使によるもの（3,304千株）であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加4千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

３．優先株式の自己株式の株式数の増加350千株は、第１種優先株主の取得請求によるものであります。 

  ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）１．目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載していま

す。 

２．「第１回無担保転換社債型新株予約権付社債」の増加数646千株は、当中間連結会計期間中における転換価

額（行使に際して払込をなすべき１株当たりの払込金額）の修正によるものであります。 

３．「第１回無担保転換社債型新株予約権付社債」の減少数3,304千株は、新株予約権の行使によるものであり

ます。 

 ３．配当に関する事項 

 該当事項ありません。 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 （注）１ 44,464 8,152 － 52,616 

優先株式        

第１種優先株式  900 － － 900 

第２種優先株式 3,000 － － 3,000 

第３種優先株式 3,000 － － 3,000 

合計 51,364 8,152 － 59,516 

自己株式        

普通株式 （注）２ 34 4 － 39 

優先株式 （注）３ － 350 － 350 

合計 34 354 － 389 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

第１回無担保転換社債型新株

予約権付社債 
普通株式 11,949 646 3,304 9,290 － 

合計 － 11,949 646 3,304 9,290 － 



 前連結会計年度 （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加4,295千株は、第１種優先株式の取得請求による増加1,186千株、新株予

約権付転換社債の行使による増加3,109千株であります。 

２．第１種優先株式の減少100千株は、消却によるものであります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の増加5千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

４．優先株式の自己株式の株式数の増加100千株は、日興シティグループ証券㈱の取得請求によるものでありま

す。 

５．優先株式の自己株式の株式数の減少100千株は、消却によるものであります。 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）１．目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載していま

す。 

２．「第１回無担保転換社債型新株予約権付社債」の増加数5,349千株は、当連結会計年度中における転換価額

（行使に際して払込をなすべき１株当たりの払込金額）の調整によるものであります。 

 ３．配当に関する事項 

 該当事項ありません。 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 （注）１ 40,169 4,295 － 44,464 

優先株式        

第１種優先株式 （注）２ 1,000 － 100 900 

第２種優先株式 3,000 － － 3,000 

第３種優先株式 3,000 － － 3,000 

合計 47,169 4,295 100 51,364 

自己株式        

普通株式 （注）３ 29 5 － 34 

優先株式 （注）４、５ － 100 100 － 

合計 29 105 100 34 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

第１回無担保転換社債型新株

予約権付社債 
普通株式 9,708 5,349 3,109 11,949 － 

合計 － 9,708 5,349 3,109 11,949 － 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成18年9月30日現在） （平成19年9月30日現在） （平成19年3月31日現在） 

現金及び預金勘定 7,895百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 

△606百万円

現金及び現金同等物 7,288百万円

現金及び預金勘定 12,305百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 

△628百万円

現金及び現金同等物 11,677百万円

現金及び預金勘定 11,976百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 

△632百万円

現金及び現金同等物 11,343百万円

 ２．重要な非資金取引 

 当中間連結会計期間に新株予約権付社

債が行使されました。その影響は以下の

とおりであります。 

新株予約権付社債の行使 

新株予約権付社債の行使

による資本金増加額 

100百万円

新株予約権付社債の行使

による資本準備金増加額 

99百万円

行使による新株予約権付

社債減少額 

200百万円

 ２．重要な非資金取引 

 当中間連結会計期間に新株予約権付社

債の新株予約権が行使されました。その

影響は以下のとおりであります。 

新株予約権の行使 

新株予約権の行使による

資本金増加額 

   251百万円

新株予約権の行使による

資本準備金増加額 

  248百万円

新株予約権の行使による

新株予約権付社債減少額 

   500百万円

 ２．重要な非資金取引 

 当連結会計年度に新株予約権付社債が

行使されました。その影響は以下のとお

りであります。 

新株予約権付社債の行使 

新株予約権付社債の行使

による資本金増加額 

201百万円

新株予約権付社債の行使

による資本準備金増加額 

198百万円

行使による新株予約権付

社債減少額 

400百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

取得
価額
相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損
損失
累計
額相
当額 
(百万
円) 

中間
期末
残高
相当
額 
(百万
円) 

機械装
置及び
運搬具 

3,122 2,049 460 613 

(有形固
定資産) 
その他 

782 377 197 207 

(無形固
定資産) 
その他 

155 48 74 33 

合計 4,061 2,474 732 854 

 

取得
価額
相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損
損失
累計
額相
当額 
(百万
円) 

中間
期末
残高
相当
額 
(百万
円) 

機械装
置及び
運搬具 

2,450 1,490 439 519 

(有形固
定資産) 
その他 

711 294 160 256 

(無形固
定資産) 
その他 

286 107 19 159 

合計 3,448 1,892 620 935 

 

取得
価額
相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損
損失
累計
額相
当額 
(百万
円) 

期末
残高
相当
額 
(百万
円) 

機械装
置及び
運搬具 

3,097 2,401 446 249 

(有形固
定資産) 
その他 

770 374 165 230 

(無形固
定資産) 
その他 

286 78 25 182 

合計 4,155 2,854 638 662 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産及び無形固

定資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によって

算定しております。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産及び無形固定資

産（その他）の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によっ

て算定しております。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 742百万円

１年超 751百万円

合計 1,494百万円

リース資産減損勘

定中間期末残高 

640百万円 

１年内    482百万円

１年超    823百万円

合計       1,306百万円

リース資産減損勘

定中間期末残高 

   370百万円 

１年内       419百万円

１年超            712百万円

合計          1,131百万円

リース資産減損

勘定期末残高 

     468百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産及び無形固定資産（その

他）の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によって算

定しております。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

及び無形固定資産（その他）の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法によって算定しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額及び減価償却費相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額及び減価償却費相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額及び減価償却費相当額 

支払リース料 256百万円

リース資産減損額勘

定の取崩額 

171百万円

減価償却費相当額 84百万円

支払リース料    250百万円

リース資産減損額勘

定の取崩額 

   98百万円

減価償却費相当額   152百万円

支払リース料        816百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 

      343百万円

減価償却費相当額       473百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 1,839 2,951 1,112 

(2)債券      

国債・地方債 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 1,839 2,951 1,112 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 680 

その他 0 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 1,116 1,601 484 

(2)債券      

国債・地方債 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 1,116 1,601 484 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 361 



前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 1,119 2,038 918 

(2)債券      

国債・地方債 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 1,119 2,038 918 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 559 

その他 0 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

 当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。 

前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

 当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金利 オプション取引      

  買建キャップ取引 500 － 0 

  合計 － － 0 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間（自平成19年4月1日 至平成19年9月30日） 

 
ビル建材
事業 
(百万円) 

住宅建材
事業 
(百万円) 

形材外販
事業 
(百万円) 

その他事
業 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高              

(1)外部顧客に対する売

上高 
30,045 7,250 14,125 3,987 55,409 － 55,409 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
155 11 2,179 1,018 3,364 (3,364) － 

計 30,201 7,261 16,305 5,005 58,773 (3,364) 55,409 

営業費用 29,831 7,159 15,990 4,841 57,822 (2,613) 55,209 

営業利益（又は営業損失

（△）） 
369 102 314 164 951 (751) 199 

 
ビル建材
事業 
(百万円) 

住宅建材
事業 
(百万円) 

形材外販
事業 
(百万円) 

その他事
業 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高              

(1)外部顧客に対する売

上高 
31,953 7,139 14,158 3,976 57,228 － 57,228 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
331 44 2,480 1,003 3,859 (3,859) － 

計 32,285 7,183 16,638 4,980 61,088 (3,859) 57,228 

営業費用 31,742 7,147 16,619 4,702 60,212 (3,206) 57,005 

営業利益 542 36 19 277 875 (653) 222 



前連結会計年度（自平成18年4月1日 至平成19年3月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

製品の種類及び製造方法の類似性に基づき、ビル用建材品を「ビル建材事業」、住宅用建材品を「住宅建

材事業」とし、アルミ形材を「形材外販事業」としました。また、その他としまして環境関連事業及び不動

産事業等がありますが、売上高等に重要性がないため「その他事業」としてセグメンテーションしておりま

す。 

２．各事業区分の主要製品名 

３．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項

目に含めた配賦不能営業費用の金額は755百万円、647百万円及び1,404百万円であり、その主なものは当社

の総合企画部、人事部、経理部等一般管理部門経費であります。 

４．会計方針の変更 

  （前中間連結会計期間） 

    役員賞与に関する会計基準 

  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．（4）③に記載のとおり、当中間連結会計期間

より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この

変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、ビル建材事業２百万、住宅建材事業0百万円、形材外販事

業３百万円、その他0百万円それぞれ営業費用が増加し、営業利益が同額減少しております。 

  （前連結会計年度） 

    役員賞与に関する会計基準 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（4）③に記載のとおり、当連結会計年度より「役

員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は10百万円増加し、営業利益が同額減

少しております。 

 
ビル建材
事業 
(百万円) 

住宅建材
事業 
(百万円) 

形材外販
事業 
(百万円) 

その他事
業 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高              

(1)外部顧客に対する

売上高 
75,311 14,672 30,042 8,922 128,949 － 128,949 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
368 43 4,451 2,093 6,957 (6,957) － 

計 75,680 14,716 34,494 11,016 135,907 (6,957) 128,949 

営業費用 72,801 14,792 33,789 10,460 131,844 (5,563) 126,281 

営業利益（又は営業損失

（△）） 
2,878 △76 704 555 4,063 (1,394) 2,668 

事業区分 主要製品名 

ビル建材事業 
カーテンウォール、ビル用サッシ・ドア、中低層用サッシ・ドア、改装用サッ

シ等 

住宅建材事業 住宅用サッシ、玄関引戸・ドア、室内建具、エクステリア製品等 

形材外販事業 アルミ形材、アルミ精密加工品 

その他事業 廃棄物処理プラント、不動産、産業廃棄物処理、運送、各種金属の表面処理等 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年4月1日

至平成19年9月30日）及び前連結会計年度（自平成18年4月1日 至平成19年3月31日） 

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合が90％超であるため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年4月1日

至平成19年9月30日）及び前連結会計年度（自平成18年4月1日 至平成19年3月31日） 

海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



（企業結合等関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

   至  平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

   至  平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

   至  平成19年３月31日） 

────── ────── １．吸収分割 

当社不二サッシ㈱は、平成18年８月11日開

催の取締役会において、当社の事業の一部を

100％子会社である㈱不二サッシ九州に承継さ

せるとともに、当社の100％子会社である九州

不二サッシ㈱の事業の一部を合わせて㈱不二

サッシ九州に承継させることを決議し、吸収

分割手続を完了いたしました。 

（１）結合当事企業又は対象となった事業の

名称及びその事業の内容、企業結合の法的形

式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含

む取引の概要 

① 結合当事企業又は対象となった事業の

名称及びその事業の内容 

(イ) 分割会社 

名称    不二サッシ㈱  

事業の内容 ビル建材事業、住宅建 

      材事業、環境事業他 

名称    九州不二サッシ㈱  

事業の内容 ビル建材事業、住宅建 

      材事業、形材外販事業他 

（ロ） 承継会社 

名称    ㈱不二サッシ九州  

事業の内容 ビル建材事業、住宅建 

      材事業 

② 企業結合の法的形式 

 本企業結合は、不二サッシ㈱及び九州

不二サッシ㈱を分割会社、㈱不二サッシ

九州を承継会社とする吸収分割でありま

す。 

 なお、本吸収分割は会社法784条第３項

が規定する株主総会の承認を必要としな

い吸収分割に該当するため、分割会社に

おいては株主総会の承認を得ておりませ

ん。 

③ 取引の目的を含む取引の概要 

（イ） 取引の目的及び概要 

 不二サッシ㈱九州支店に係る事業を

㈱不二サッシ九州に分割継承させると

ともに、九州不二サッシ㈱のビルサッ

シ部門に係る事業を㈱不二サッシ九州

に併せて分割継承させることにより、

グループ再編を通じた組織の適正化・

効率化を図り、もって迅速な意思決定

を通じた顧客サービス向上及び経営効

率の追求によるグループ利益の拡大を

図るため、会社分割を実施することを

決定いたしました。 

（ロ） 吸収分割の効力発生日 

平成18年10月１日 

（２）実施した会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準三 ５ 

共通支配下の取引等の会計処理(1)共

通支配下の取引」に規定する連結財務

諸表上の会計処理を実施しました。 



（１株当たり情報） 

 （注）１. １株当たり純資産額の算定にあたっては、優先株式の発行価額を控除して算定しております。 

    ２. １株当たり中間（当期）純利益金額又は中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

１株当たり純資産額 △270.92円 

１株当たり中間純損失 13.63円 

１株当たり純資産額 △26.43円 

１株当たり中間純損失 7.87円 

１株当たり純資産額 △45.26円 

１株当たり当期純利益

金額 
206.37円 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額  
73.91円 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日)

１株当たり中間純損失（△）又は

当期純利益金額 
     

中間純損失（△）又は当期純利益

（百万円） 
△562 △385 8,740 

普通株主に帰属しない金額（百万

円） 
－ － － 

普通株式に係る中間純損失（△）

又は当期純利益（百万円） 
△562 △385 8,740 

普通株式期中平均株式数（千株） 41,296 48,913 42,352 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
     

当期純利益調整額（百万円） － － － 

（うち支払利息（税額相当額控除

後））   
（－） （－） （－） 

普通株式増加数（千株） （－） （－） 75,910 

（うち新株予約権付社債） （－） （－） (8,758) 

（うち第１種優先株式） （－） （－） (8,899) 

（うち第２種優先株式） （－） （－） (29,126) 

（うち第３種優先株式） （－） （－） (29,126) 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要  

第１回新株予約権付社債 

券面総額1,800百万円 

第１種優先株式 1,000千株 

第２種優先株式 3,000千株 

第３種優先株式 3,000千株 

第１回新株予約権付社債 

券面総額1,100百万円 

第１種優先株式 900千株 

第２種優先株式 3,000千株 

第３種優先株式 3,000千株 

──────  



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

   至  平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

   至  平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

   至  平成19年３月31日） 

１．吸収分割 

当社不二サッシ㈱は、平成18年８月11日開

催の取締役会において、当社の事業の一部を

100％子会社である㈱不二サッシ九州に承継

させるとともに、当社の100％子会社である

九州不二サッシ㈱の事業の一部を合わせて㈱

不二サッシ九州に承継させることを決議し、

吸収分割契約を締結いたしました。 

（１）結合当事企業又は対象となった事業

の名称及びその事業の内容、企業結合

の法的形式、結合後企業の名称並びに

取引の目的を含む取引の概要 

① 結合当事企業又は対象となった事業の

名称及びその事業の内容 

(イ) 分割会社 

名称    不二サッシ㈱  

事業の内容 ビル建材事業、住宅建 

      材事業、環境事業他 

名称    九州不二サッシ㈱  

事業の内容 ビル建材事業、住宅建 

      材事業、形材外販事業他 

（ロ） 承継会社 

名称    ㈱不二サッシ九州  

事業の内容 ビル建材事業、住宅建 

      材事業 

② 企業結合の法的形式 

 本企業結合は、不二サッシ㈱及び九

州不二サッシ㈱を分割会社、㈱不二サ

ッシ九州を承継会社とする吸収分割で

あります。 

 なお、本吸収分割は会社法784条第３

項が規定する株主総会の承認を必要と

しない吸収分割に該当するため、分割

会社においては株主総会の承認を得て

おりません。 

③ 取引の目的を含む取引の概要 

（イ） 取引の目的及び概要 

 不二サッシ㈱九州支店に係る事業

を㈱不二サッシ九州に分割継承させ

るとともに、九州不二サッシ㈱のビ

ルサッシ部門に係る事業を㈱不二サ

ッシ九州に併せて分割継承させるこ

とにより、グループ再編を通じた組

織の適正化・効率化を図り、もって

迅速な意思決定を通じた顧客サービ

ス向上及び経営効率の追求によるグ

ループ利益の拡大を図るため、会社

分割を実施することを決定いたしま

した。 

（ロ） 吸収分割の効力発生日 

平成18年10月１日 

１．吸収分割 

当社不二サッシ㈱は、平成19年７月23日開

催の取締役会において、当社の資材事業部門

を100％子会社である九州不二サッシ㈱に承

継させることを決議し、吸収分割契約を締結

いたしました。 

（１）結合当事企業又は対象となった事業

の名称及びその事業の内容、企業結合

の法的形式、結合後企業の名称並びに

取引の目的を含む取引の概要 

① 結合当事企業又は対象となった事業の

名称及びその事業の内容 

（イ）分割会社 

名称    不二サッシ㈱  

事業の内容 ビル建材事業、住宅建 

      材事業、環境事業他 

（ロ）承継会社 

名称    九州不二サッシ㈱  

事業の内容 形材外販事業、アルミ加 

      工品事業他 

② 企業結合の法的形式 

 本企業結合は、不二サッシ㈱を分割

会社、九州不二サッシ㈱を承継会社と

する吸収分割であります。 

 なお、本吸収分割は会社法784条第３

項が規定する株主総会の承認を必要と

しない吸収分割に該当するため、分割

会社においては株主総会の承認を得て

おりません。また、本吸収分割は会社

法796条が規定する株主総会の承認を必

要としない吸収分割に該当するため、

承継会社においては株主総会の承認を

得ておりません。 

③ 結合後企業の名称 

 吸収分割の効力発生日をもって、承

継会社である九州不二サッシ株式会社

の社名を改め、不二ライトメタル株式

会社（英文名：ＦＵＪＩ ＬＩＧＨＴ 

ＭＥＴＡＬ ＣＯ．，ＬＴＤ．）とす

る。 

④ 取引の目的を含む取引の概要 

（イ） 取引の目的及び概要 

 当社不二サッシ㈱の資材事業に係

る部門を九州不二サッシ㈱に分割継

承させることにより、当社グループ

の資材部門を統合し、サッシ事業以

外の市場への売上拡大と資材部門の

経営効率化を通じて、グル－プ全体

の収益拡大を図るべく、「資材統合

新会社」を発足いたしました。 

（ロ） 吸収分割の効力発生日 

平成19年10月１日 

────── 

 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

   至  平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

   至  平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

   至  平成19年３月31日） 

（２）実施した会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準三 ４ 

共通支配下の取引等の会計処理(1)

共通支配下の取引」に規定する連結

財務諸表上の会計処理を実施するこ

とになります。 

（２）実施した会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準三 ４ 

共通支配下の取引等の会計処理(1)

共通支配下の取引」に規定する連結

財務諸表上の会計処理を実施するこ

とになります。 

 

２．固定資産の譲渡 

当社は、経営計画にもとづく財務体質改善

の一環として平成18年９月25日開催の取締役

会において、当社所有土地の譲渡について決

議し、平成18年11月20日付で売買契約を締結

いたしました。譲渡の概要及び本件譲渡によ

る固定資産売却益計上見込額は次のとおりで

あります。 

(1）譲渡の概要 

① 物件の概要 

所在地 

 神奈川県川崎市中原区中丸子35番地4 

敷地面積 9,353.62㎡ 

② 譲渡価額 

12,267百万円 

③ 譲渡先 

株式会社長谷工コーポレーション 

④ 譲渡の日程 

契約書締結日 平成18年11月20日 

物件引渡し日 平成19年３月下旬 

            （予定） 

(2）平成18年度における本件譲渡による固

定資産売却益計上見込額 

   約8,000百万円 

２．新株予約権付社債の新株予約権の行使に

ついて 

当社が平成18年３月に発行した第１回無担

保転換社債型新株予約権付社債について当中

間連結会計期間終了後、平成19年11月18日ま

でに新株予約権行使による新株発行が行なわ

れました。その概要は以下の通りでありま

す。 

(1）新株予約権付社債の減少額 

700百万円 

(2）資本金増加額 

354百万円 

(3）資本準備金増加額 

345百万円 

(4）増加した株式の種類及び株数 

普通株式 5,912,161株 

────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金 ※２ 3,605     8,754     7,393    

２．受取手形 ※６ 3,269     3,150     4,200    

３．売掛金   8,621     7,136     11,288    

４．たな卸資産 ※２ 15,455     15,294     11,504    

５．その他 ※５ 2,782     3,593     3,506    

６．貸倒引当金   △1,097     △456     △703    

流動資産合計     32,636 47.9   37,473 54.2   37,189 53.9 

Ⅱ 固定資産                    

(1）有形固定資産 ※１                  

１．建物 ※２ 6,912     6,524     6,091    

２．機械及び装置 ※２ 1,341     1,550     1,414    

３．土地 ※２ 11,364     9,866     9,866    

４．その他 ※２ 1,247     1,456     1,347    

有形固定資産合計     20,865 30.6   19,398 28.1   18,719 27.1 

(2）無形固定資産     120 0.2   114 0.2   114 0.2 

(3）投資その他の資産                    

１．投資有価証券 ※２ 11,519     10,259     10,803    

２．関係会社長期貸
付金 

  －     3,630     4,005    

３．その他   6,026     1,621     1,606    

４．投資損失引当金   △76     △6     △41    

５．貸倒引当金   △2,916     △3,377     △3,359    

投資その他の資産
合計     14,553 21.3   12,128 17.5   13,015 18.8 

固定資産合計     35,539 52.1   31,641 45.8   31,850 46.1 

資産合計     68,175 100.0   69,115 100.0   69,040 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形 
※２ 
※６ 

10,799     11,372     12,768    

２．買掛金 ※２ 7,231     6,031     7,607    

３．短期借入金 ※２ 28,112     21,409     21,466    

４．新株予約権付社債   －     1,100     －    

５．未払法人税等   59     54     126    

６．前受金   6,425     7,485     4,330    

７．賞与引当金   279     331     234    

８．工事損失引当金   153     155     70    

９．その他 
※５ 
※６ 

1,401     3,274     2,834    

流動負債合計     54,462 79.9   51,213 74.1   49,439 71.6 

Ⅱ 固定負債                    

１．新株予約権付社債   1,800     －     1,600    

２．長期借入金 ※２ 4,952     1,930     2,416    

３．繰延税金負債   383     133     292    

４．退職給付引当金   4,529     5,079     4,794    

５．役員退職慰労引当
金   39     －     －    

６．その他   921     665     755    

固定負債合計     12,627 18.5   7,809 11.3   9,859 14.3 

負債合計     67,089 98.4   59,022 85.4   59,298 85.9 

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     1,001 1.5   1,354 2.0   1,102 1.6

２．資本剰余金                    

(1）資本準備金   99     446     198    

資本剰余金合計     99 0.1   446 0.6   198 0.3 

３．利益剰余金                    

(1）その他利益剰余
金                    

繰越利益剰余金   △552     8,101     8,015    

利益剰余金合計     △552 △0.8   8,101 11.7   8,015 11.6 

４．自己株式     △4 △0.0   △6 △0.0   △5 △0.0

株主資本合計     543 0.8   9,897 14.3   9,311 13.5 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評
価差額金     542 0.8   195 0.3   429 0.6 

評価・換算差額等合
計     542 0.8   195 0.3   429 0.6 

純資産合計     1,086 1.6   10,092 14.6   9,741 14.1 

負債純資産合計     68,175 100.0   69,115 100.0   69,040 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     34,396 100.0   33,141 100.0   80,563 100.0 

Ⅱ 売上原価     30,012 87.3   28,938 87.3   70,278 87.2 

売上総利益     4,383 12.7   4,202 12.7   10,285 12.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     4,540 13.2   4,297 13.0   8,995 11.2 

営業利益又は損失
（△）     △156 △0.5   △95 △0.3   1,289 1.6 

Ⅳ 営業外収益 ※１   385 1.1   375 1.1   693 0.8 

Ⅴ 営業外費用 ※２   571 1.6   532 1.6   1,151 1.4 

経常利益又は損失
（△）     △342 △1.0   △252 △0.8   832 1.0 

Ⅵ 特別利益 ※３   39 0.1   380 1.2   9,485 11.8 

Ⅶ 特別損失 ※４   301 0.9   89 0.3   2,418 3.0 

税引前中間（当
期）純利益又は損
失（△） 

    △604 △1.8   38 0.1   7,899 9.8 

法人税、住民税及
び事業税   △51     △48     △115    

法人税等調整額   － △51 △0.2 － △48 △0.2 － △115 △0.1 

中間（当期）純利
益又は損失（△）     △552 △1.6   86 0.3   8,015 9.9 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本

合計 
資本準備金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
15,678 7,000 7,000 △21,777 △21,777 △4 896 

中間会計期間中の変動額              

資本準備金の取崩（百万円）   △7,000 △7,000 7,000 7,000   － 

新株予約権付社債の行使

（百万円） 
100 99 99       200 

中間純損失（百万円）       △552 △552   △552 

自己株式取得（百万円）           △0 △0 

減資 （百万円） △14,777     14,777 14,777   － 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額）（百万円） 

            － 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△14,677 △6,900 △6,900 21,224 21,224 △0 △353 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1,001 99 99 △552 △552 △4 543 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,032 1,032 1,929 

中間会計期間中の変動額      

資本準備金の取崩（百万

円） 
    － 

新株予約権付社債の行使

（百万円） 
    200 

中間純損失（百万円）     △552 

自己株式取得（百万円）     △0 

減資 （百万円）     － 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額）（百万円） 

△490 △490 △490 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△490 △490 △843 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
542 542 1,086 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本
合計 

資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
1,102 198 198 8,015 8,015 △5 9,311 

中間会計期間中の変動額              

新株予約権付社債の新株予

約権の行使による新株の発

行 

251 248 248       500 

中間純利益       86 86   86 

自己株式の取得           △0 △0 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

            － 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
251 248 248 86 86 △0 585 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
1,354 446 446 8,101 8,101 △6 9,897 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
429 429 9,741 

中間会計期間中の変動額      

新株予約権付社債の新株予

約権の行使による新株の発

行 

    500 

中間純利益     86 

自己株式の取得     △0 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

△234 △234 △234 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△234 △234 351 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
195 195 10,092 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本
合計 

資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
15,678 7,000 7,000 △21,777 △21,777 △4 896 

事業年度中の変動額              

資本準備金の取崩（百万円）   △7,000 △7,000 7,000 7,000   － 

新株予約権付社債の行使

（百万円） 
201 198 198       400 

当期純利益（百万円）       8,015 8,015   8,015 

自己株式取得（百万円）           △0 △0 

減資 （百万円） △14,777     14,777 14,777   － 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

（百万円） 

            － 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△14,575 △6,801 △6,801 29,792 29,792 △0 8,414 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
1,102 198 198 8,015 8,015 △5 9,311 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,032 1,032 1,929 

事業年度中の変動額      

資本準備金の取崩（百万

円） 
    － 

新株予約権付社債の行使

（百万円） 
    400 

当期純利益（百万円）     8,015 

自己株式取得（百万円）     △0 

減資 （百万円）     － 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

（百万円） 

△602 △602 △602 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△602 △602 7,811 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
429 429 9,741 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  当社グループは、前事業年度にお

いて、アルミ地金相場等の高騰、主

力商品であるビル用建材品の受注価

格の低下など収益悪化の兆候がみら

れることから、固定資産の減損に係

る会計基準を適用した結果、23,002

百万円の減損損失を計上し、19,289

百万円の当期純損失を計上しまし

た。当該状況により、継続企業の前

提に関する疑義が存在する状況にあ

りました。 

  これらの状況に鑑み、当該損失に

よる資本の毀損を補填するととも

に、財務体質を早期健全化し、財務

構造の改善を図るため、平成１８年

３月に債務の株式化による優先株式

発行、第三者割当による優先株式発

行及び転換社債型新株予約権付社債

発行を実施し、資本増強を行いまし

た。 

  さらに、当社グループは、事業構

造の見直し、グル－プの再編を行

い、事業収益性の向上を強力に推し

進めるべく、「中期経営４ヵ年計画

（平成１８年度～２１年度）」を新

たに策定いたしました。 

  当社グループは、「中期経営４ヵ

年計画（平成１８年度～２１年

度）」に基づき、各施策を強力に推

し進めており、アルミ地金相場は依

然として高止まり状況にあります

が、それらのマイナス要因を打ち消

す、ビル用建材品の受注価格アッ

プ、精密加工品・アルミ加工品等の

形材外販事業の拡大、リニューアル

事業の拡販等の成果が確実に上がり

始め、当事業年度の損益の改善、有

利子負債の圧縮が順調に推移するも

のと見込まれております。 

  しかしながら、当中間会計期間に

おいては、前事業年度に受注した低

利益率物件を主体とした売上計上、

アルミ地金相場の高騰等を反映し、

中間純損失552百万円を計上すること

から、継続企業の前提に関する重要

な疑義は解消しつつあるものの、未

だ完全には払拭したとはいえない状

況にあります。 

 ─────  ───── 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  収益力改善及び財務体質改善のた

めの「中期経営４ヵ年計画（平成１

８年度～２１年度）」の骨子は以下

のとおりであります。 

  （１）健全な財務体質の確立 

   ①借入金過剰体質から脱却し、金

融機関、取引先との安定した取引

関係を築く。 

   ②株主資本の充実と繰越欠損金を

一挙に解消し市場の評価を高め

る。 

  （２）事業構造の改革 

   ①安定した経営基盤を確立するた

めビル建材事業への偏重を是正し

事業分野を拡大する。 

  （３）経営管理体制の変革 

   ①グループ各社の再編を推進し、

グループ経営の効率化とコストダ

ウンを図る。 

   ②損益主体の管理からバランスシ

ート、キャッシュ・フローを含め

た管理体制をグループ共通で確立

する。 

   

  （４）数値目標 

   「中期経営4ヵ年計画（平成18年

度～21年度）」において平成21年

度までに 

    ①営業利益率３％以上 

 ②有利子負債残高330億円以下 

 ③自己資本の充実（目標値140

億円） 

   の達成を目指します。 

  従って、中間財務諸表は継続企業

を前提として作成されており、当中

間会計期間において、未だ完全に払

拭されていない疑義の影響を中間財

務諸表には反映しておりません。 

   



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 

（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法に基づく原価

法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法に基づく原

価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2)たな卸資産 

① 販売用不動産 

個別法に基づく原価法 

(2)たな卸資産 

① 販売用不動産 

同左 

(2)たな卸資産 

① 販売用不動産 

同左 

  ② 製品・半製品 

移動平均法に基づく原価

法 

② 製品・半製品 

同左 

② 製品・半製品 

同左 

  ③ 原材料・貯蔵品 

移動平均法に基づく原価

法 

③ 原材料・貯蔵品 

同左 

③ 原材料・貯蔵品 

同左 

  ④ 仕掛品 

オーダー生産品について

は個別法に基づく原価法、

その他については移動平均

法に基づく原価法 

④ 仕掛品 

同左 

④ 仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。た

だし、平成10年４月１日以降取

得した建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を採

用しております。なお、主な耐

用年数は次のとおりでありま

す。 

(1)有形固定資産 

同左 

(1)有形固定資産 

同左 

  建物 15～45年

機械及び装置 7～13年

   

  (2)無形固定資産 

定額法によっております。た

だし、自社利用のソフトウエア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

３．繰延資産の処理方法 (1)社債発行費 

 ───── 

(2)株式交付費 

支出時に全額費用処理してお

ります。 

(1)株式交付費 

支出時に全額費用処理してお

ります。 

(1)株式交付費 

同左 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し回収不能

見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支払に備えるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

同左 

  (3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

会計基準変更時差異について

は15年による按分額を費用処理

しております。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき当中

間会計期間末において発生して

いると認められる額を計上して

おります。 

会計基準変更時差異について

は15年による按分額を費用処理

しております。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理してお

ります。 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

会計基準変更時差異について

は15年による按分額を費用処理

しております。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理してお

ります。 

 

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払いに

充てるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しておりま

す。 

当社は、平成17年６月をもって

役員退職慰労金制度を廃止しま

したので、制度廃止以降の新規

繰入は行っておりません。 

 ─────  ───── 

 

    （追加情報） 

当社は役員退職慰労金制度を

廃止している為、役員退職慰労

引当金は固定負債のその他に含

めて表示しております。 

  (5)投資損失引当金 (4)投資損失引当金 (4)投資損失引当金 

 

子会社への投資に係る損失に備

えるため、当該会社の財政状態等

を勘案し、会社所定の基準により

損失見込額を計上しております。 

同左 同左 

  (6)工事損失引当金  (5)工事損失引当金  (5)工事損失引当金  

 

当中間期末手持工事のうち損

失の発生が見込まれるものにつ

いて将来の損失に備えるため、

その損失見込額を計上しており

ます。 

同左 当事業年度末手持工事のうち

損失の発生が見込まれるものに

ついて将来の損失に備えるた

め、その損失見込額を計上して

おります。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

 (1)消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 (1)消費税等の会計処理 

 同左 

 (1)消費税等の会計処理 

 同左 

   (2)連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しており

ます。 

 (2)連結納税制度の適用 

同左 

 (2)連結納税制度の適用 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は1,086百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

 ─────  （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は9,741百万円であります。 

  なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

      （企業結合に係る会計基準） 

 当事業年度から「企業結合に係る

会計基準」（企業会計審議会 平成

15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計

基準第７号）ならびに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月27日 最終改正 

平成18年12月22日 企業会計基準適

用指針第10号）に準じた方法で会計

処理を行っております。 

 なお、この変更による損益に与え

る影響はありません。 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 ─────  （中間貸借対照表） 

  「関係会社長期貸付金」は、前中間期まで

は、投資その他の資産の「その他」に含めて表

示しておりましたが、金額的重要性が増したた

め区分掲記しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

番号 
前中間会計期間末 

（平成18年9月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年9月30日） 
前事業年度末 

（平成19年3月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

50,898百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

49,070百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

48,811百万円 

※２ (1)担保提供資産 (1)担保提供資産 (1)担保提供資産 

  現金及び預金 100百万円

たな卸資産（販売用

不動産） 
348百万円

建物 6,854百万円

機械及び装置 1,300百万円

土地 11,337百万円

その他（構築物） 396百万円

投資有価証券 1,573百万円

関係会社株式 2,882百万円

合計 24,794百万円

現金及び預金 100百万円

たな卸資産（販売用

不動産） 
201百万円

建物 6,452百万円

機械及び装置 676百万円

土地 9,839百万円

その他（構築物） 374百万円

投資有価証券 3,553百万円

合計 21,198百万円

現金及び預金 100百万円

たな卸資産（販売用

不動産） 
225百万円

建物 6,044百万円

機械及び装置 1,372百万円

土地 9,839百万円

その他（構築物） 361百万円

投資有価証券 820百万円

関係会社株式 2,882百万円

合計 21,647百万円

  上記のうち、工場財団抵当に供してい

る資産 

上記のうち、工場財団抵当に供してい

る資産 

上記のうち、工場財団抵当に供してい

る資産 

  建物 5,992百万円

機械及び装置 1,300百万円

土地 10,476百万円

その他（構築物） 396百万円

合計 18,167百万円

建物 5,877百万円

機械及び装置 676百万円

土地 8,978百万円

その他（構築物） 374百万円

合計 15,906百万円

建物 5,451百万円

機械及び装置 1,372百万円

土地 8,978百万円

その他（構築物） 361百万円

合計 16,163百万円

  (2)担保資産に対応する債務 (2)担保資産に対応する債務 (2)担保資産に対応する債務 

  支払手形 309百万円

買掛金 197百万円

短期借入金 9,825百万円

一年以内返済予定長

期借入金 

18,151百万円

長期借入金 4,756百万円

合計 33,239百万円

支払手形 274百万円

買掛金 143百万円

短期借入金 21,273百万円

長期借入金 1,870百万円

合計 23,561百万円

支払手形 491百万円

買掛金    221百万円

短期借入金     7,379百万円

一年以内返済予定長

期借入金 

13,951百万円

長期借入金 2,288百万円

合計 24,330百万円

   なお、担保提供資産には、子会社であ

る山口不二サッシ㈱の借入金32百万円に

対し、担保に供している資産を含んでお

ります。 

 なお、担保提供資産には、子会社であ

る山口不二サッシ㈱の借入金22百万円に

対し、担保に供している資産を含んでお

ります。 

 なお、担保提供資産には、子会社であ

る山口不二サッシ㈱の借入金27百万円に

対し、担保に供している資産を含んでお

ります。 

 



番号 
前中間会計期間末 

（平成18年9月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年9月30日） 
前事業年度末 

（平成19年3月31日） 

 ３ 偶発債務 

金融機関等からの借入及び手形割引に対

する保証 

不二サッシ（マレーシア）SDN.BHD. 

512百万円 

（16,025千マレーシア・リンギット） 

偶発債務 

金融機関等からの借入、手形割引及びリ

ース債務に対する保証 

不二サッシ（マレーシア）SDN.BHD. 

533百万円 

（15,766千マレーシア・リンギット） 

偶発債務 

金融機関等からの借入及び手形割引に対

する保証 

不二サッシ（マレーシア）SDN.BHD. 

537百万円 

（ 15,716千マレーシア・リンギット） 

  コスモ工業㈱ 119百万円

北海道不二サッシ㈱ 116百万円

しらたか不二サッシ㈱ 110百万円

社会福祉法人メイプル 80百万円

山口不二サッシ㈱ 74百万円

秋田不二サッシ販売㈱ 36百万円

㈱不二サッシ東北 31百万円

不二電化㈱ 18百万円

その他 27百万円

合計 1,127百万円

コスモ工業㈱ 99百万円

しらたか不二サッシ㈱  97百万円

北海道不二サッシ㈱  89百万円

社会福祉法人メイプル 70百万円

山口不二サッシ㈱ 45百万円

㈱不二サッシ東北 43百万円

秋田不二サッシ販売㈱ 26百万円

エコマックス㈱ 16百万円

その他 11百万円

合計 1,035百万円

コスモ工業㈱ 114百万円

北海道不二サッシ㈱ 100百万円

しらたか不二サッシ㈱ 103百万円

社会福祉法人メイプル     75百万円

山口不二サッシ㈱   45百万円

秋田不二サッシ販売㈱   44百万円

㈱不二サッシ東北       33百万円

エコマックス㈱     29百万円

その他     16百万円

合計     1,101百万円

 ４ 受取手形割引高 4,262百万円

受取手形裏書譲渡高 805百万円

受取手形割引高 4,869百万円

受取手形裏書譲渡高 713百万円

受取手形割引高 5,057百万円

受取手形裏書譲渡高 350百万円

※５ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、相殺後の金額は流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、相殺後の金額は流動資産の「その

他」に含めて表示しております。 

───── 

※６ 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理は,手形

交換日をもって決済処理しております。な

お、当中間会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の中間期末日満期手形

が中間期末残高に含まれております。 

受取手形 130百万円

支払手形 1,958百万円

中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理は,手形

交換日をもって決済処理しております。な

お、当中間会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の中間期末日満期手形

が中間期末残高に含まれております。 

受取手形 113百万円

支払手形 2,027百万円

流動負債その他 

（設備関係支払手形）

   54百万円

期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理は,手形交換

日をもって決済処理しております。なお、

当期末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が期末残高に含まれて

おります。 

受取手形 123百万円

支払手形     2,312百万円

流動負債その他 

（設備関係支払手形） 

   35百万円



（中間損益計算書関係） 

番号 
前中間会計期間 

（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 営業外収益のうち主要なもの 営業外収益のうち主要なもの 

  受取利息 43百万円

受取配当金 196百万円

賃貸収益 125百万円

受取利息 26百万円

受取配当金 220百万円

賃貸収益 107百万円

受取利息 76百万円

受取配当金 200百万円

保険配当金 119百万円

賃貸収益   248百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 営業外費用のうち主要なもの 営業外費用のうち主要なもの 

  支払利息 429百万円

手形売却損 43百万円

賃貸費用 89百万円

支払利息 388百万円

手形売却損 50百万円

賃貸費用 84百万円

支払利息 860百万円

手形売却損 92百万円

賃貸費用    179百万円

※３ 特別利益のうち主要なもの 特別利益のうち主要なもの 特別利益のうち主要なもの 

  年金資産分配益 31百万円 貸倒引当金戻入益 189百万円

厚生年金基金解散益 81百万円

投資有価証券売却益 65百万円

有形固定資産売却益  9,301百万円

投資有価証券売却益 142百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの 特別損失のうち主要なもの 特別損失のうち主要なもの 

  貸倒引当金繰入額 110百万円

関係会社株式評価損 70百万円

販売用不動産評価損 67百万円

減損損失 49百万円

過年度消費税等 26百万円

貸倒引当金繰入額 927百万円

固定資産除売却損      480百万円

減損損失      256百万円

関係会社株式評価損     256百万円

 ５ 減価償却実施額 減価償却実施額 減価償却実施額 

  有形固定資産 454百万円

無形固定資産 21百万円

有形固定資産 432百万円

無形固定資産 21百万円

有形固定資産  970百万円

無形固定資産 42百万円

 ６  ───── （減損損失） 

当中間会計期間において、次の住宅建材

事業用資産について減損損失を計上しま

した。 

場所 用途 種類 

金額

（百万

円） 

 千葉県市

原市（千葉

工場） 

住宅建

材事業

用資産

建物 3

機械及

び装置 
8

その他 7

大阪府高槻

市（大阪工

場） 

住宅建

材事業

用資産

建物  

機械及

び装置 

3

8

神奈川県川

崎市等 

住宅建

材事業

用資産

建物  2

機械及

び装置 
0

その他 15

    合計 49

（減損損失） 

当事業年度において、以下の遊休資産に

ついて減損損失を計上しました。 

 当社は、管理会計上の区分に基づきグ

ルーピングを行い、遊休資産については

各個別物件をグルーピングの単位として

おります。 

 上記の資産は、遊休状態にあり市場価

格の著しい下落が認められたため、帳簿

価額を回収可能額まで減額し、当該減少

額256百万円を減損損失として特別損失に

計上しております。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味

売却価額により測定しており、路線価及

び近隣土地の直近売却額等を参考として

おります。 

場所 用途 種類 
金額（百

万円） 

大阪府高

槻市 
遊休資産  

建物・構築

物及び什器

備品 

256

 



番号 
前中間会計期間 

（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

     事業用資産については主として継続的

に収支の把握を行っている管理会計上の

区分を考慮して資産をグルーピングして

おります。これにより、ビル建材事業、

住宅建材事業、形材外販事業等にグルー

ピングを行っています。遊休資産につい

ては個別物件単位毎にグルーピングを行

い、本社、共用製造設備等については独

立したキャッシュ・フローを生み出さな

いことから共用資産としております。 

 住宅建材事業用資産については、当中

間会計期間において減損の兆候が把握さ

れたことをふまえ、減損損失49百万円を

認識しました。 

 資産グループの回収可能額は、正味売

却価額により測定しております。正味売

却価額については、税務上の残存価額等

を使用しております。 

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．優先株式の自己株式の株式数の増加100千株は、取得請求後の第１種優先株式を無償取得したものでありま

す。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加4千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．優先株式の自己株式の株式数の増加350千株は、第１種優先株主の取得請求によるものであります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加５千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．優先株式の自己株式の株式数の増加100千株は、日興シティグループ証券㈱の取得請求によるものでありま

す。 

３．優先株式の自己株式の株式数の減少100千株は、消却によるものであります。 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 （注）１ 29 2 － 32 

優先株式 （注）２ － 100 － 100 

合計 29 102 － 132 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 （注）１ 34 4 － 39 

優先株式 （注）２ － 350 － 350 

合計 34 354 － 389 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

普通株式 （注）１ 29 5 － 34 

優先株式 （注）２、３ － 100 100 － 

合計 29 105 100 34 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

取得
価額
相当
額 
(百万
円) 

減価
償却
累計
額相
当額 
(百万
円) 

減損
損失
累計
額相
当額 
(百万
円) 

期末
残高
相当
額 
(百万
円) 

機械及び
装置 

1,650 1,174 399 77 

車両及び
運搬具 

39 25 10 2 

工具器具
及び備品 

513 211 177 124 

合計 2,203 1,411 587 204 

 

取得
価額
相当
額 
(百万
円) 

減価
償却
累計
額相
当額 
(百万
円) 

減損
損失
累計
額相
当額 
(百万
円) 

期末
残高
相当
額 
(百万
円) 

機械及び
装置 

1,650 1,196 399 55 

車両及び
運搬具 

57 10 10 35 

工具器具
及び備品 

496 173 155 168 

合計 2,204 1,380 565 259 

 

取得
価額
相当
額 
(百万
円) 

減価
償却
累計
額相
当額 
(百万
円) 

減損
損失
累計
額相
当額 
(百万
円) 

期末
残高
相当
額 
(百万
円) 

機械及び
装置 

1,650 1,184 399 66 

車両及び
運搬具 

22 8 10 3 

工具器具
及び備品 

508 212 158 137 

合計 2,181 1,406 568 207 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によって

算定しております。 

同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によって算定して

おります。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 259百万円

１年超 440百万円

合計 700百万円

リース資産減損

勘定中間期末残

高 

495百万円

１年内    255百万円

１年超    319百万円

合計    574百万円

リース資産減損

勘定中間期末残

高 

   315百万円

１年内    250百万円

１年超    355百万円

合計    606百万円

リース資産減損

勘定期末残高 

      399百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法によって算定しております。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によって算

定しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額及び減価償却費相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額及び減価償却費相当額 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額及び減価償却費相当額 

支払リース料 137百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 

  96百万円

減価償却費相当額 41百万円

支払リース料    133百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 

    83百万円

減価償却費相当額   49百万円

支払リース料    267百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 

   192百万円

減価償却費相当額    75百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

（企業結合等関係） 

（一株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

   至  平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

   至  平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

   至  平成19年３月31日） 

────── ────── １．吸収分割 

当社不二サッシ㈱は、平成18年８月11日開

催の取締役会において、当社の事業の一部を

100％子会社である㈱不二サッシ九州に承継さ

せるとともに、当社の100％子会社である九州

不二サッシ㈱の事業の一部を合わせて㈱不二

サッシ九州に承継させることを決議し、吸収

分割手続を完了いたしました。 

 なお、詳細については連結財務諸表におけ

る「企業結合等関係」に記載のとおりであり

ます。  



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．吸収分割 

当社不二サッシ㈱は、平成18年８月11日開

催の取締役会において、当社の事業の一部を

100％子会社である㈱不二サッシ九州に承継

させるとともに、当社の100％子会社である

九州不二サッシ㈱の事業の一部を合わせて㈱

不二サッシ九州に承継させることを決議し、

吸収分割契約を締結いたしました。 

（１）結合当事企業又は対象となった事業

の名称及びその事業の内容、企業結合

の法的形式、結合後企業の名称並びに

取引の目的を含む取引の概要 

① 結合当事企業又は対象となった事業の

名称及びその事業の内容 

（イ）分割会社 

名称    不二サッシ㈱  

事業の内容 ビル建材事業、住宅建 

      材事業、環境事業他 

名称    九州不二サッシ㈱  

事業の内容 ビル建材事業、住宅建 

      材事業、形材外販事業他 

（ロ）承継会社 

名称    ㈱不二サッシ九州  

事業の内容 ビル建材事業、住宅建 

      材事業 

② 企業結合の法的形式 

 本企業結合は、不二サッシ㈱及び九

州不二サッシ㈱を分割会社、㈱不二サ

ッシ九州を承継会社とする吸収分割で

あります。 

 なお、本吸収分割は会社法784条第３

項が規定する株主総会の承認を必要と

しない吸収分割に該当するため、分割

会社においては株主総会の承認を得て

おりません。 

③ 取引の目的を含む取引の概要 

（イ） 取引の目的及び概要 

 不二サッシ㈱九州支店に係る事業

を㈱不二サッシ九州に分割継承させ

るとともに、九州不二サッシ㈱のビ

ルサッシ部門に係る事業を㈱不二サ

ッシ九州に併せて分割継承させるこ

とにより、グループ再編を通じた組

織の適正化・効率化を図り、もって

迅速な意思決定を通じた顧客サービ

ス向上及び経営効率の追求によるグ

ループ利益の拡大を図るため、会社

分割を実施することを決定いたしま

した。 

（ロ） 吸収分割の効力発生日 

平成18年10月１日 

１．吸収分割 

当社不二サッシ㈱は、平成19年７月23日開

催の取締役会において、当社の資材事業部門

を100％子会社である九州不二サッシ㈱に承

継させることを決議し、吸収分割契約を締結

いたしました。 

（１）結合当事企業又は対象となった事業

の名称及びその事業の内容、企業結合

の法的形式、結合後企業の名称並びに

取引の目的を含む取引の概要 

① 結合当事企業又は対象となった事業の

名称及びその事業の内容 

（イ）分割会社 

名称    不二サッシ㈱  

事業の内容 ビル建材事業、住宅建 

      材事業、環境事業他 

（ロ）承継会社 

名称    九州不二サッシ㈱  

事業の内容 形材外販事業、アルミ加 

      工品事業他 

② 企業結合の法的形式 

 本企業結合は、不二サッシ㈱を分割

会社、九州不二サッシ㈱を承継会社と

する吸収分割であります。 

 なお、本吸収分割は会社法784条第３

項が規定する株主総会の承認を必要と

しない吸収分割に該当するため、分割

会社においては株主総会の承認を得て

おりません。また、本吸収分割は会社

法796条が規定する株主総会の承認を必

要としない吸収分割に該当するため、

承継会社においては株主総会の承認を

得ておりません。 

③ 結合後企業の名称 

 吸収分割の効力発生日をもって、承

継会社である九州不二サッシ株式会社

の社名を改め、不二ライトメタル株式

会社（英文名：ＦＵＪＩ ＬＩＧＨＴ 

ＭＥＴＡＬ ＣＯ．，ＬＴＤ．）とす

る。 

④ 取引の目的を含む取引の概要 

（イ） 取引の目的及び概要 

 当社不二サッシ㈱の資材事業に係

る部門を九州不二サッシ㈱に分割継

承させることにより、当社グループ

の資材部門を統合し、サッシ事業以

外の市場への売上拡大と資材部門の

経営効率化を通じて、グル－プ全体

の収益拡大を図るべく、「資材統合

新会社」を発足いたしました。 

（ロ） 吸収分割の効力発生日 

平成19年10月１日 

 ───── 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（２）実施した会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準三 ４

共通支配下の取引等の会計処理(1)

共通支配下の取引」に規定する個別

財務諸表上の会計処理を実施するこ

とになります。 

（２）実施した会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準三 ４ 

共通支配下の取引等の会計処理(1)

共通支配下の取引」に規定する個別

財務諸表上の会計処理を実施するこ

とになります。 

 

２．固定資産の譲渡 

当社は、経営計画にもとづく財務体質改善

の一環として平成18年９月25日開催の取締役

会において、当社所有土地の譲渡について決

議し、平成18年11月20日付で売買契約を締結

いたしました。譲渡の概要及び本件譲渡によ

る固定資産売却益計上見込額は次のとおりで

あります。 

(1）譲渡の概要 

① 物件の概要 

所在地 

 神奈川県川崎市中原区中丸子35番地4 

敷地面積 9,353.62㎡ 

② 譲渡価額 

12,267百万円 

③ 譲渡先 

株式会社長谷工コーポレーション 

④ 譲渡の日程 

契約書締結日 平成18年11月20日 

物件引渡し日 平成19年３月下旬 

            （予定） 

(2）平成18年度における本件譲渡による固

定資産売却益計上見込額 

   約8,000百万円 

２．新株予約権付社債の新株予約権の行使に

ついて 

当社が平成18年３月に発行した第１回無担

保転換社債型新株予約権付社債について当中

間会計期間終了後、平成19年11月18日までに

新株予約権の行使による新株発行が行なわれ

ました。その概要は以下の通りであります。 

(1）新株予約権付社債の減少額 

700百万円 

(2）資本金増加額 

354百万円 

(3）資本準備金増加額 

345百万円 

(4）増加した株式の種類及び株数 

普通株式 5,912,161株 

 ───── 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第26期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

(2)臨時報告書 

  平成19年8月9日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（会社分割）に基づく臨時

報告書であります。 

(3)有価証券報告書訂正報告書 

  平成19年8月17日関東財務局長に提出 

事業年度（第26期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(4)有価証券報告書訂正報告書 

  平成19年9月26日関東財務局長に提出 

事業年度（第26期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(5)臨時報告書 

  平成19年10月16日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づ

く臨時報告書であります。 

(6)有価証券報告書訂正報告書 

  平成19年11月５日関東財務局長に提出 

事業年度（第26期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(7)有価証券報告書訂正報告書 

  平成19年11月16日関東財務局長に提出 

事業年度（第25期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(8)半期報告書訂正報告書 

  平成19年11月16日関東財務局長に提出 

中間会計期間（第26期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

(9)有価証券報告書訂正報告書 

  平成19年11月16日関東財務局長に提出 

事業年度（第26期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 



(10)有価証券報告書訂正報告書 

  平成19年11月19日関東財務局長に提出 

事業年度（第24期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(11)半期報告書訂正報告書 

  平成19年11月19日関東財務局長に提出 

中間会計期間（第25期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

(12)臨時報告書訂正報告書 

  平成19年12月6日関東財務局長に提出 

平成19年８月９日提出の臨時報告書（会社分割）に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月８日

不二サッシ株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 長井 秀雄  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 関谷 靖夫  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 板谷 秀穂  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている不

二サッシ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、不二サッシ株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．継続企業の前掲に関する注記に記載のとおり、会社は、損益の改善、有利子負債の圧縮が順調に推移するものと

見込んではいるものの、当中間連結会計期間において、中間純損失５６２百万円を計上することから、未だ継続

企業の前提に関する重要な疑義を完全には払拭したとはいえない状況にある。当該状況に対する経営計画等は当

該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような疑義の影響を

反映していない。 

２．「重要な後発事象１．吸収分割」に記載のとおり、会社は平成１８年８月１１日開催の取締役会において平成１

８年１０月１日付で吸収分割を実施することを決議した。 

３．「重要な後発事象２．固定資産の譲渡」に記載のとおり、会社は平成１８年９月２５日開催の取締役会におい

て、土地の譲渡について決議し、平成１８年１１月２０日付で売買契約を締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１２月７日

不二サッシ株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 長井 秀雄  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 関谷 靖夫  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 板谷 秀穂  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている不二サッシ株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、不二サッシ株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 １．「重要な後発事象１．吸収分割」に記載のとおり、会社は平成１９年７月２３日開催の取締役会において平成１

９年１０月１日付で吸収分割を実施することを決議した。 

 ２．「重要な後発事象２．新株予約権付社債の新株予約権の行使について」に記載のとおり、会社は新株予約権付社

債に付された新株予約権の権利行使を受け、新たに普通株式を発行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月８日

不二サッシ株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 長井 秀雄  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 関谷 靖夫  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 板谷 秀穂  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている不

二サッシ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２６期事業年度の中間会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、不二サッシ株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．継続企業の前掲に関する注記に記載のとおり、会社は、損益の改善、有利子負債の圧縮が順調に推移するものと

見込んではいるものの、当中間会計期間において、中間純損失５５２百万円を計上することから、未だ継続企業

の前提に関する重要な疑義を完全には払拭したとはいえない状況にある。当該状況に対する経営計画等は当該注

記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような疑義の影響を反映して

いない。 

２．「重要な後発事象１．吸収分割」に記載のとおり、会社は平成１８年８月１１日開催の取締役会において平成１

８年１０月１日付で吸収分割を実施することを決議した。 

３．「重要な後発事象２．固定資産の譲渡」に記載のとおり、会社は平成１８年９月２５日開催の取締役会におい

て、土地の譲渡について決議し、平成１８年１１月２０日付で売買契約を締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１２月７日

不二サッシ株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 長井 秀雄  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 関谷 靖夫  印 

 
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 板谷 秀穂  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている不二サッシ株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第２７期事業年度の中間会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、不二サッシ株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９

年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 １．「重要な後発事象１．吸収分割」に記載のとおり、会社は平成１９年７月２３日開催の取締役会において平成１

９年１０月１日付で吸収分割を実施することを決議した。 

 ２．「重要な後発事象２．新株予約権付社債の新株予約権の行使について」に記載のとおり、会社は新株予約権付社

債に付された新株予約権の権利行使を受け、新たに普通株式を発行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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